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一般教育改革の経緯と概要

泉 清人*

Background and Outline of the Reform of 
the General Education System 

Kiyoto IZUMI 

(論文受理日 平成9年8月20日)

Abstract 

In 1993 Muroran Institute of Technology completed the reform of the general 
education system to meet the needs of the rapidly changing time. This paper 
describes the historical backgroundof the renovation and the objectives and outline 
of the new education system. It also serves as the introduction to five following 
papers which訂 ewritten by the teachers who are engaged in each field of the 
reformed general education system. 

Key words : General education， Reform of education， Major and minor system 

1.はじめに

本学は平成5年度に一般教育課程の抜本的な改革を

行った。この改革は、後述する通り、これに先立つ長

い年月の学内の討議を踏まえたものであるが、同時に

平成3年度に大学設置基準が改正され、カリキュラム

に関する従来の規制が大幅に弾力化されたことにより

可能となったものである。教育課程の改革と同時に計

画された教員組織の改編は翌平成6年度に省令化され、

一般教育の改革は完成した。以来4年聞を経過して、

新しいカリキュラムに基づく学部教育は一巡し、本年

3月新課程による卒業生を送り出した。総体的に見て

新教育課程は明らかにi日教育課程を大きく改善したも

のとなり、数々の成果を挙げた。

この間教育の現場で新課程の理念やこれに基づく数

*室蘭工業大学長(元学生部長)

々の実践が聞い直され、各種の問題が提起されている。

本編に続く 5編の論文は、新教育課程を計画し、これ

を実践した教官によるもので、それぞれの分野の教育

を通じて個性的な所論を展開したものである。本編は

シリーズの序論として、今回の改革の経緯と概要を紹

介するものである。

2.改革の経韓

昭和24年 5月、本学は前身の室蘭工業専門学校と北

海道大学附属土木専門部を包括して大学に昇格した。

制定された学則の第一条には、本学の目的を「高い知

性と豊かな教養を備えた有能な人物を養成するととも

に、高度の工業的知識及び技術の教授並びに学術の研

究を為すことJとしている。専門学校から大学への昇

格により、高い知性と豊な教養を有する人材教育が最

も重要であるとの共通の認識があったことは明らかで

ある。以来本学では常に一般教育と専門教育を教育の
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二本の柱として来ている。

昭和31年に大学設置基準が制定された。この設置基

準により全国の大学は一定の水準の教育を確保するこ

とが可能になったが、その反面大学教育が均質化し、

大学の個性化を阻害してしまった。このことは特にカ

リキュラムが細分化し、固定化された一般教育に著し

い。学生当たりの教官数も一般教育に不利に配当され

たので、その後の大学の入学定員の増加にともない、

またカリキュラムの画一化にも原因して、学生の一般

教育離れが進んでいった。

昭和58年 3月に本学長期計画委員会が「長期計画の

基本方針」を公表したのに伴い、同委員会の下部組織

として、一般教育専門委員会が設置され、一般教育の

改革にむけて積極的な検討が始められた。

昭和62年 9月大学審議会が設置され、大学教育の高

度化、個性化、活性化にむけての審議が開始された。

中央の動向と並行して本学においては念願の博士課程

の設置にむけての準備が積極的に進められ、平成2年

度には学部・大学院修士課程の改組・再編と博士課程

(大学院博士後期課程)の設置が実現した。しかしこ

の再編にあたっては、一般教育および共通講座に関連

する改革は間に合わず、継続審議の形で取り残されて

し、る。

平成2年 7月、長期計画委員会と一般教育専門委員

会は一般教育改革にむけての審議を再開した。丁度こ

の頃大学審議会からは大学教育部会の報告が引き継い

で公表されて、平成3年の大学設置基準の改正、いわ

ゆる大網化の方向が明かとなって来た。

平成4年 2月13日の教授会で「一般教育課程等改革

準備委員会」が設置された。以降同委員会は精力的な

審議を行い、前記答申の具体化にあたり、この結果に

基づいて本学は一般教育の改革を内容とした平成5年

度の概算要求を行った。この概算要求は認められなか

ったが、本学は平成5年度に学内措置として一般教育

の改革を実施した。この改革は原案のうち省令改正を

必要とするものを除き、ほぼ全面的な改革で、当時全

国の大学で進行中の一般教育改革の鳴矢となったもの

である。翌平成6年度省令が改正され、本学の学部教

育と教官組織が一新した。以下にその概要を述べる。

3.改革の目指したところ

3. 1 改革の主旨

平成2年度の学部・大学院修士課程(博士前期課程)

の改組再編と博士後期課程の設置にあたり、本学の工

学教育のあるべき姿を以下のように設定している。

「高度に分化した工学諸分野を専攻する教育研究か

ら、目前の技術に役立つ即戦力的な技術知識よりも、

幅広い専門基礎の十分な素養を持ち、それらを具体的

な技術開発に反映させることのできる豊かな創造性と

応用力を備えた技術者を養成する工学教育への脱皮を

目標とする。 J

この教育目標は、専門教育課程においては平成2年

度の学科の改組とカリキュラムの総合的な見直しの結

果、一歩達成に近づいたということが出来よれしか

しながら、一般教育については改革が実現せず、以下

の諸点で教育目標との事離が生じていた。

① カリキュラムの画一化のために学生の自主的勉学

意欲に十分応えられず、学習意識の低下を招きがち

である。

② 多人数教育のため、教師と学生の心の交流が保ち

難く、教師のメッセージが学生の心に届き難くなっ

ている。

③ 同一学部にありながら一般教育担当の教官組織と

専門教育担当の教官組織の聞の区分により、全学一

体としての教育の運営を妨げている。

このような状況を踏まえて、大学設置基準の改正

を機に、一般教育の抜本的な改革を行った。改革の

骨子は以下の通りである。

① 新しい教育体系として、主専門教育と副専門教育

による 4年間一貫教育としたこと。

② 一般教育の教官組織を再編して、数学を除く理科

系の教官を専門学科に分属し、文科系教官と数学教

官により 3つの共通講座を構成したこと。

3. 2 新しい教育体系一主専門教育と副専門教育

この改革においては、一般教育の発展的解消を前提

に4年間一貫した学部一体の教育を行うこととし、専

門教育科目群(主専門教育課程)とこれとは別に専門

教育とは性質の異なる複眼的な視点から専門教育を補

完するための科目群(副専門教育課程)を配すること

とした。

主専門教育課程は工学部の 6学科(昼間コース)に

対応するもので、工学教育の中に新たなコンセプトに

よる副専門教育を導入することとして、専門教育科目

群の学年配置を再検討し、いわゆる“くさび型"を深

化させた。

副専門教育課程では、副専門共通科目と 5つのコー

ス別副専門科目を設定した。副専門共通科目は、学部

学生全員に共通して学ばせる必要最小限の科目を必修

- 2 -
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科目とし、その他は選択科目群として、学生自らが主

体的に選択・履修する。また、必修科目には少人数ゼ

ミナール、演習を開設し、学生と副専門教育担当教官

とのコミュニケーションを図った。

コース別副専門科目は 5つの科学領域からなってお

り、 5つの基本テーマを追求する科目群を配した。学

生はその 1つの領域の科目群の中から一定数の単位を

修得する。これは、学科目区分のなくなった多数の科

目群から、無秩序かっ恋意的に科目選択を行うことの

弊害を避けて、学生に系統的・組織的に秩序ある学習

を行わしめることに有効な方法である。副専門教育課

程の概要を表 1に示す。

3. 3 新しい教官組織

従来の一般教育は学科目制をとり、学内措置により、

人文・社会系、外国語、保健体育担当の教官により文

科教室を構成し、理科系担当教官と工学部共通講座

「工業数学Jの教官で理科教室を構成して運用にあた

っていた。これを改組して数学を除く理科系の教官を

工学部の三学科に分属するとともに、これ以外の教官

で工学部の共通講座「数理科学」、 「人聞社会科学」、

「言語科学」を設置した。学科への分属は、物理学担

当教官を材料物性工学科に、化学担当教官を応用化学

科に、図学・地学担当教官を建設システム工学科に配

属した。

副専門教育の数理科学コースは数理科学講座、言語

科学コースは言語科学講座、社会科学コースと人間科

学コ}スは人間・社会科学講座が担当することとした

が、生命環境科学コースは専門学科に分属した教官が

主として当たるほかに、少数の専門教官が参画してい

る。他の4ユースの担当教官は概ね副専門教育に専念

しているが、分属教官は、副専門教育の他に、基礎科

目を中心とした専門学科目を分担している。このこと

が新たな教育研究上の問題を惹起する原因となってい

る。

さて、今回の改革により従前の一般教育担当教官は

全員大学院博士前期課程の授業を担当することなった。

工学専門教育と密接な関係を持つ基礎科学、社会科学、

言語文化等の科目を各専攻あるいは専攻共通科目とし

て配置して、学生がより広い視点から課題を把握し、

発想の展開の出来る能力の開発を目指している。

4.おわりに

以上、平成5年度の一般教育改革の概要を記述した。

昼間コースにおいては、入学時に6専門学科に所属し

た学生が主体的に 1つの副専門コースを選択すること

により、学生の多面的思考と自律的学習が可能となる

ことを期待した。またプレゼミナール等の少人数教育

が可能となり超大クラスの講義が大幅に減少したこと

により、教官と学生とのコミュニケーションの増大を

期待した。さらに副専門共通科目とコース別科目の選

択の多様化により学生のゼネラリスト、あるいはスペ

シャリスト志向に対応しようとした。なお、夜間主コ

ースにおいては授業時間帯の小ささから、昼間コース

と同等の配慮は出来なかったが、基本的に閉じ理念を

実現しようとしている。

大学院博士前期課程においては、従来無かった社会

科学、言語文化等の科目を大幅に設定した。現在の激

動する社会の中で工学技術者に要請されている専門に

偏狭しない幅広い知識と横断的な思考を養うことを期

待した。

一方、教官組織の改編により、従来の一般教育教官

と専門教育教官の聞に存在した自に見えない壁を打破

し、とくに一般教育教官の学内におけるプレステイジ

の確立と教育研究両面における協同推進を期待した。

また理科系の分属教官にあってはとくに分属先との一

体化を期待した。

改革後4年間を経た現時点でこの改革の目指したも

のと期待した効果について多くの点で成果が挙ってい

る。しかしながら同時にカリキュラムとその運用上の

問題点も明らかになった。これらの諸点についてすで

に副専門教育担当教官によって検討が重ねられ、平成

9年度からは副専門教育課程の第二次のカリキュラム

改訂が行われている。本編に続いて 5つの副専門コー

スの担当教官の一人づっによる個性的な所論が展開さ

れる。全体を通して室蘭工業大学の一般教育改革の大

容が明らかになることを期待して序論を終える。

参考文献

(1) 室蘭工業大学、改組再編の現状と課題、 「大学改

革」シリーズ(1)、平成5年4月.

ω 室蘭工業大学、新しい風~室蘭工業大学自己点検・
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表1 副専門教育課程の概要(1 ) 

副専門コースの内容

卒業要件単位数

コース別科目:1 0単位以上 |主な授業科目

数理科学コース 数理科学プレゼミナール

数理科学的な思考方法及び知識を身に付けi線形解析
科学と数理をテーマに数理の目をとおして純|数理モデル

粋科学における思考方法を修得させる。 1%の数理
応用代数

設定科目・単位数:7科目・ 14単位 |数理科学ゼミナール

生命環境科学コース 止命環境J伴プレゼ汁ール
'生物と自然との調和ある環境を生み出す視|環境生物学

点に立って、科学と生命環境をテーマにこの凶球科学H

ような分野についての基礎的な知識を学ばせ地球環境化学

グローパルな観点に立って社会に奉仕する技|水圏化学

術者の養成に資する。 I環境生命化学

設定科目・単位数:7科目・ 14単位

副専門の5つのコース選択に|社会科学コース |柱部j惇プレゼミナール

かかわりなく、全学生がコース| 科学と社会をテーマに社会の現状について|現代憲法演習

及び主専門科目を履修するうえ|深く理解し、科学・技術と社会との新しい内|社会経済論

で基礎的に履修できる科目 |容・関係の在り方をより深く追及して考える|経済システム論演習

設定利 1"1・ Jji.{u:数

lお利[:]・;-36単位

主な畏業手1.[d 

技術者の養成に資する。 1社会調査実習

社会と情報

設定科目・単位数:1 2科目・ 24単位

言語科学コース 言語科学プレゼミナール

言語と文化をテーマに高度な言語能力を養|英語読解

い、それを支える異文化への深い理解を持つ|ドイツ語

ii:員枠

人

130 

130 

130 

代数系人門

基礎生物学

基礎生物学

憲法

現代自由論

経済事情

経済事情

国際関係論 I

現代，心理学

人材の養成に資する。 Iロシア語 1 1 3 0 

比較文化論

設定科目・単位数:1 5科目・ 20単位 国際関係論H

人間科学コース |人間科学プレゼミナール

科学と人聞をテーマに、人間の肉体・感性|認知科学論

・知性とそれらの発達について理論的・実戦|運動生理学

的に理解を深め、科学と人聞の豊かな関係づ|障害者の心理

くりの可能性を探求し、かっ考える技術者の|青少年と科学 I 1 3 0 
養成に資する。

設定科目・単位数:1 2科目・ 241li位

31争 夜間主コースにあっては、昼間コースの副専門授業科目の内の基本的なものを副専門科目群

(副専門科目A. s)として開講し、任意に選択させる。それ以外の応用的な副専門授業科目

を受講したい学生に対しては、昼間コース授業科目の単位認定制度を活用できる。
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On the methods of Mathematical Education of 
an Institute of Technology 

Kaku Y AMAGUCH1 

(論文受理日 平成9年8月20日)

Abstract 

1n .recent years the methods of mathematical education of the faculty of 
technology have been reformed. From “Applied Mathematics" to 
“Mathematical Sciences" is that reform. The a加1of this paper is to 
discuss the methods of teaching mathematics in an institute of tecnology. 

Key words: Education of Mathematics， Applied Mathematics， 
Mathematical Sciences. 

1. はじめに
2. 応用数学から数理科学へ

最近の室蘭工業大学における一般教育課程の改組

によって生まれた、副専門教育課程数理科学コース

の教育実践を、 「工学部における数学教育論」とし

て、論究してみようと思う。室蘭工業大学における

旧来の工学部の数学教育は一言でいえば工学を学ぶ

為の基礎としての数学教育であった。その内容は、線

形代数、微分積分学、常微分方程式の解法、偏微分方

程式の解法、複素関数論、フーリエ解析、確率統計等

である。それらははじめの2つを除いていはゆる応用

数学と言われている分野である。室蘭工業大学の数学

教育も1992年まではそのように行われてきた。

1993i1三度からの改組の概要については、この紀要特

集の他の論文でふれられるので、それらを参照して

もらうことにして、ここには述べない。筆者は教授

学の一部分としての、数学教育を中心に研究してき

たので、教授学的な観点からこのテーマに接近して

みることを試みると同時に、室蘭工業大学での筆者

の教育実践についても述べてみることにする。

共通講座

もともと数学はユ}クリッドの原論に見られるよう

にギリシャ時代B.C300年頃既に学問としてまとまっ

た形を持っていた。
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一方ギリシャ時代の自然学はアリストテレスに見

られるような質的な目的論的理論であった。物体の

連動は物体自身の本性によって決定されたのであ

る。 rl当然は運動の原理であり、また変化の原理で
あり、そしてわれわれの研究はこの自然についてで

あるから、われわれは運動のなんで-あるか[本質]

の考察を忘れてはならない。というのはこれが認識

されなくては、必然的にまた自然も認識されなし、か

らである。」 ω アリストテレスの自然学では、土、

水、空気、火の四元素が存在して、中心から見て、

土、水、空気、火という)1慣に、同心円の層となって

宇宙の1'1=1心を囲んでいる。例えば土の元素はその本

性に従った迎勘が地球の中心に向かうものであるた

め、土の元素を多量に含んでいる地上の物質は、地

球の1:1=1心に向かって落下するとした。アリストテレ

スにあっては自然学は目的論的に説明され、物体の

運動は物体自身の本性によって決定されるとされ

た。従って当時の発達した数学理論と内在的に深く

結びついはていなかった。その後中世ではアリスト

テレスの世界観はキリスト教世界観の構成要素とし

て指導的な正統見解となっていた。

16世紀になると運動の研究が自然科学の中心的な

諜姐になった。この頃から7リストテレスの世界観

に刻する批判が強まった。ガリレオ (1564-1642)

は次のように述べている。 rそのうえ、サルシには
牢固たる信念をひめているようにわたしにはみえま

す。哲学的に考えるには、だれか有名な著者に依拠

する必要があり、したがって、われわれの頭脳が他

人の論説を妻帯していない場合には、まったく不毛

不妊の状態にとどまらざるをえない、という信念で

す。(中|略〉サルシさんとやら、そうは問屋がおろ

しませんぞ。哲学は、眼の前にたえず開かれている

この最も巨大な書[すなわち、宇宙]のなかに、書

かれているのです。しかし、まずその言語を理解

し、そこに書かれている文字を解読することを学ば

ないかぎり、理解できません。その書は数学の言語

で書かれており、その文字は三角形、円その他の幾

何学図形であって、これらの手段がなければ、人聞

の力では、その言葉を理解できないのです。それな

しには、暗い迷宮を虚しくさまようだけなので

す。 J(2) このようにガリレオにあっては、自然は数

学の言語で書かれていたのである。落体の法則は数学

的に記述された自然であった。運動の原因を研究する

のでなく、それを数学的に記述することが、ニュート

ンのプリンシピアマセマテイカに受けつがれ古典力学

として、結実した。この動きの中で数学自身も191等数

学の時代から変量の数学の時代へと、変化し、関数概

念や微分積分学の誕生となる。このような歴史的起因

で、物理学や工学を学ぶ為には、数学の一定の知識が

必要とされているのである。そのような知識の集積を

今日では応用数学と呼んでいた。応用数学は数学自身

の発展の要請にこたえるのはもとより、むしろ諸科学

と混然一体となって発達した。長い間工業大学で教え

られて来た数学関係の講義の内容はおおむね19世紀ま

での数学そのものであろう。その後20世紀になって純

粋数学の発展自立が見られ、 19世紀風の数学は応用数

学として教えられるようになった。しかし工学部の数

学教育は「他の科学の為の数学教育J (秋月康夫の言

葉〉であることはまちがいなかった。秋月康夫。〉は

1964年9月琵琶湖湖畔で催された「大学の数学教育に

関する日米懇談会」で「他の科学の為の数学教育」論

を発表した。この会議の報告書は英文で出ている。弥

永昌吉が一部抄訳した中から引用する。

「数学とその応用の近来の発展はたいへん目覚ましい

ものですので、大学における「他の科学の為の数学教

育」は緊急に改めねばならないものと思います。しか

しどう改めるべきかを考えますと、なかなかの難題

で、解決不可能ではなし、かとさえ思われます。数学者

は数学が他の科学にどのように応用されているかあま

りよく知りませんし、他の科学の方々は数学がこのご

ろどのように発展しているかあまりよくご存じではな

いと思われるからです。しかしそれだからこそ、こう

した事態を一層悪くしないためにも、この問題にはま

じめに取り組まねばならないとおもいます。

物理学者や工学者の方たち何人かに、数学や数学教

育についてのご意見を聞いてみましたところ、次のよ

うなお返事がありました。ある方は数学はわれわれの

道具あるいは飾りだと思うといわれました。ある工学

者の方は、数学者がおもちゃにしているような数学

は、われわれには用はないといはれました。ある物理

学者の方は、数学的にあまりきれいな定式化ばかり見

ていると、物理的な本質がわからなくなるといわれま

- 6 -
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した。」 ω

これを見ると1960年代というのは、数学と他の科

学ははっきりと分離していたことがわかる。 19世紀

頃までの数学の歴史は微分積分学の形成史をみても

わかるように、数学は物理学や天文学と一体になっ

て研究されていたのである。この時代には応用数学

という意識も言葉もなかったのでなかろうか。今か

ら見るとこの時代は数学そのものが応用数学だった

のである。 19世紀には微分積分学の分化が進み、数

学W~析がさまざまな専門に分かれ、それぞれ独自の

発展をするようになった。また解析の基礎に対する

反省から、実数論、集合論が生まれた。 19世紀後半

から20世紀にかけて数学は厳密化・抽象化が進み、

仙の分野の人達には理解しがたい様子をみせてき

た。秋月が述べているのはこの頃のことであろう。

数学は他の諸科学とひとまず離れ、独自の世界を確

立したかのように見えたので‘ある。したがってごく

最近まで、応用数学と言う言葉は、まず.数学があっ

て、その応用を考えるとしづ意味が強かった。日本

では古くから純粋数学指向が強かった。江戸時代の

和算もほとんど他の自然科学と結び付いていなかっ

た。理学部の数学科はほとんど純粋数学者で占めら

れており、応用数学は数学研究のなかで不当に過せ

られて米た。その様な状況が大きく変化するのは

1990年代になってからである。今、数学、とりわけ

日本の数学は本格的に応用数学に目を向け、数学の

実践的側面に光を当てようとしている。この流れが

はっきり示されたのは、 1990年に京都で開催された

国際数学者会議においてであろう。そして数理科学

という言葉が日本の数学界でも広く受け入れられる

ようになってきた。東京大学の数学教室が数理科学

研究科に変身し、九州大学もこれに続いた。そして

我が室蘭工業大学でもささやかながら、工業数学共

通講座と一般教育数学教室が、共通講座数理科学講

座と変身し、 1994年から発足したのである。そして

教育課程の方では、 1993年度から工学部の基礎教育

課程としての数学科目群(工業基礎数学A，B，C，D8単

位)と副専門教育課程の数理科学コース科目群 (18

単位)の2本建てになった。

3.数理科学について

コンピュータが科学に与えた影響はきわめて大き

い。自然科学において、理論、実験以外に計算という

研究方法がつけ加わったといってもよい。たとえば流

体力学では、これまでの水槽や風洞を用いた実験研究

と、基礎方程式であるナピエーストークス (NS)方程

式の解析を中心とした理論研究の二つの柱があった

が、コンビュータの発達により NS 方程式を直接

数値計算して流れの場をシミュレートする計算研究の

分野がもう一つの柱となったのである。 NS方程式な

ど非線形方程式は解の重ね合わせができず数学的取り

扱いは非常に困難であると考えられてきた。しかしシ

ミュレーションを行うことによって、その解に構造が

あることが発見され、新しい数学的概念が生み出され

てきた。そういった例としてソリトンとカオスがあ

る。

ソリトンについては、非線形格子における再帰現象

の観察にはじまって、非線形波動方程式の初期値問題

を解くための逆散乱法の発見、広田の方法を初めとす

るさまざまな解析手法の開発、そしてそれらの根底と

なる代数構造の解明というふうに研究が拡がってい

く。カオスでは、非線形差分方程式の数値計算におけ

る複雑な解の観察に始まって、奇妙なアトラクターや

周期解の分枝における普ー遍定数の発見などから、フラ

クタルという概念の確立へと拡がってし、く。これらの

研究は古典数学の再発掘をうながした。常微分方程式

の理論における特異点の問題や、病的な関数として

の、いたるところ微分不可能な関数の再認識である。

コンピュータの登場は数学における観察や実験の可能

性を拡げたものであるといえる。

1993年度から始めた本学の副専門教育課程数理科学

コースでは、数理科学関係の内容として、オートマト

ン、ファジイ理論、フラクタル、カオス、グラフと

ネットワーク、パーコレーシヨン、無限粒子系、数理

生態学などの内容をいれている。

4.どのように教えるべきか

1985年に 1CM  1 (Int巴mationalComission on 

Math巴maticalInstruction数学教育国際委員会〉が数学

教育に関する調査を行った項目の中に「どのように数

学を教えるとよいか、フランス流に定義から始め、最

も一般的な対象から始めるべきか、またはイギリス流

に種々の例について説明し、同時にたくさんの計算の

仕方を示してみせるやり方か」と言うのがあった。東

京大学工学部で薩摩順吉氏がこれに基づいて調査した
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工学在p年生の学生の答えの中には、抽象より具体を

望む結果がはっきり出ている。 (5) フランス流がよい

と答えたのは1/6、イギリス流がょいと答えたのは2/3

でのこりは折衷意見だと言う。この東大の調査の項

目には「これまで学んだ数学の内容について」とい

うのがあった。その中の過激な意見の一つに「授業

では不可解な定義や抽象的論理を並べながら、期末

試験では計算力を問われたりするのは気持ちわる

し、」、 「定理中心でまじめすぎると感じたが、安易

に数学科を選ぶ人聞が少しでも減ったと思うので、

それなりの効果はあったと思う」等があった。これ

らの意見には、私にも思い当たるふしがある。

薩摩)1国吉氏によると東大では数理科学研究科の発

足 (1992年〉以来教義数学の改善を行って講義を複

線化したそうである。A，B二つのコースを用意して

どちらを受講するかは学生に選択させる。 Aコース

は、 E一δ論法によって極限の考え方を説明したの
ち、その上で微積分について講義する。したがって

非常に正確で確固とした知識が得られる。ただし、

そのためにはそれなりの辛抱と努力が要求される。

また論理的な組立や証明に時間を取られるため具体

的な計算面が十分に講義できない。 Bコースでは、 E

ーδ論法が完成される直前に視点をおいて、実数と

極限に関しては少しあいまいな定義のままで微積分

について説明する。したがって、考え方の流れは理

解しやすいが論理的な完全さを期待することはでき

ない。しかし、実際の計算を実行してみることや、

結果の使われ方を学ぶことで数学の考え方を身につ

けることができる。実は室蘭工業大学における私の

講義は、 1970年代はAコース風で、 1985年から現在ま

ではBコース風で・行っている。

もう一つコンビュータの利用を考慮にいれると

数学教育にも大きな影響が考えられる。コンピュー

タは数値計算だけでなく、数式処理も行い、不定積

分、行列の計算、因数分解なども記号のままで計算

できる。反復操作はコンビュータで容易に行えるの

で、級数の和を求めると言う計算は簡単になる。さ

らにコンビュータによる視覚化は重要な要素であ

る。コンピュータによって関数をグラフで示すこと

や、1l'&分方程式の解をみることも簡単に行えるよう

になった。そのためのカリキュラムや教程の作成も

課題となってくる。

5.教養としての数学教育

もともと室蘭工業大学では、数学関係のカリキュラ

ムは一般教養科目としての位置付けではなく、専門の

基礎科目として位置付けられていた。 1993年の改訂で

副専門教育課程がスタートすると、数理科学コースの

カリキュラムは、副専門としての位置付けと一般教育

の革新としての、多面性、総合性を兼ねそなえること

となった。

戦後新制大学が始まった頃の教養としての数学は、

文系の学生に「数学のお話」をするなど、数学そのも

のを教えるのでなく、水で薄めた数学を教えていた。

須田勝彦と筆者はかねてから「学問としての数学を教

える視点」が大切であると主張してきた。 (6) この主

張はたとえ小学校や中学校、高等学校でも、薄めた形

でなく、質の高い本当の数学を教えるべきであるとい

うことである。当然学ぶ者の年齢、学年、発達の状態

に応じてふさわしい教え方は考慮されるべきだが、本

質は数学としての学問的立場を捨てるべきでないので

ある。この主張は当然大学における数学教育にも当て

はまるものである。この点に関して筆者の実践を述べ

てみよう。

一年目後期の科目「数理科学プレゼミナーjレ」必修

2単位では数人の教官がそれぞれ独自のテーマで小人

数の学生のゼミを担当する。筆者のテーマは「数の科

学」で、 1+2=3 となるのは何故かということを考え

ることにした。テキストはEdmundLandauの

Foundations of Analysisで内容はペアノの公理にもと

づく自然数論の展開である。 25名の学生が自分の意志

で参加した。毎時2人づづの学生が発表して論議する

ゼミの形態で-行った。私のねらいは学生たちが小学校

以来親しんできた数について、科学的にとらえなおす

ことができたらよいと考えていた。もう一つ完壁な数

学の理論のもつ美しさをわかってもらえたらという気

持ちもあった。 1961年にフランスのロワイヨーモンで

数学教育に関する国際セミナーがひらかれた。そこで

Di巴udonneが有名な iEuclid 幾何追放」論を述べ、

代わりにペアノの公理からの自然数論の展開をすすめ

ていた。私のあたまにはそれもあったのである。ペア

ノの公理からの自然数論の展開は繊細にして玲瑚であ
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るが、学生たちは現代数学の香気をその中に認めた

と同時に 11+2=3 となるのは何故か」とし寸根本的

かっすぐれて教養的な問題に正しい解答をみつけた

ようである。

6.もう一つの専門に進む

li¥リ専門教育課程は主専門である工学の一分科にた

いして、もう一つの分野のかなり専門的な知識を教

授している。従って数学に1郎、機械工学技術者等が

卒業生にたいする期待されるイメージであった。し

かしながら数理科学のおもしろさにふれ学ぶなかで

自分の将来の道を、数理科学の方に変えてしまった

学生もいた。この春から静岡大学大学院で-数理生物

学をやることにしたK君がそうである。彼は数理生物

学を数理科学コースの「数理モデルBJという科目

で、佐藤一憲教官の講義を聞き、次の年「数理科学

ゼミナーjレ」で、佐藤一憲教官の指導をうけ、数理

生物学を専攻することを決心した。もともと、理学

部の数学科に比べて、副専門では単位数がすくな

く、数学で一人立ちするには、やや物足りなさを感

じていたが、数理生物学のように若い学問では、比

較的辿く第一線までたどりつけるようである。また

数五li科学コースを修めてから北大等の大学院理学研

究科数学専攻などに進む道も聞けている。

7.数理科学でよいのか

これまで室蘭工業大学におけーる数学教育の改革の

実態にそって、そのよって立つかんがえかたを述べ

てきた。しかし最近になって、数学教育のせかいで

は、 「数理科学ではなく数学を教えるべきだ」とい

う主仮があらわれてきた。上野健爾は次のように言

う。 120位紀の数学は(伊藤〉仁斉の表現を借りれ

ば〈繁茂楓密〉し、実に多様な成果が得られてい

る。数学の分野の区分は名ばかりで、さまざまの分

野の成果が互いに取り入れられ、まさに〈繁茂澗

密〉した、現代数学の状況が浮かび上がってくる。

その有機的なつながりこそ数学の命である。わが国

の一部で行なはれているような「数理科学」の名の

もとに知の展示場を作り成果を宣伝しようという試

みがいかに見当違いの愚行であるかが明らかにな

るJ(7) このような批判は当然しっかりと受けとめ考

えて行かねばならないことである。この上野の批判

は、筆者等の提唱する「学問としての数学を教える視

点」と通ずるものがあるようである。
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生命環境科学コース教育実践のこの4年

富士川計吉*1

The 4 Years ' Practice for the Reformed Curriculum 
in the Life-Environment Science Course 
of the Minor Education Program 

Keikichi FUJIKA W A 

(論文受理日 平成9年8月20日)

Abstract 
Being in charge of the reformed education program for these 4 years， the existence of the unex-
pected problems have been recognized. Last year our staff worked to remove the part of these 
problems in the pre・sem泊orplan叩 dthe huge class. Moreover as the term spent for the practice 
was not so long， the more difficult problems still remain for the future. Especially for the time 
when this course may grow up as the complete education system， incomplete parts of this course 
program were pointed out at this moment， for instance， the position where the course stood in 
the total system. Although the course has many kinds of the future problems， it has progressed in 
the last review and also gained the promising step for the next ye町 s.The author wishes the still 
more unique advance in the substance until the next remaking chance. 

Key Words: Life-Environment Science Course， reformed education program， 
pre明seminorplan， huge class， position of the minor education 

1. はじめに

(改組再編以前)

昔々，一般教育等で要件単位とされた 36単位は，そ

の後専門科目によって一部を読み替え可能となり，24単

位までせぽめられた.これによって救われた学生は少な

くなかったのではなかろうか.しかし，一般教育の開設

科目が減ったわけではなく，一般教育の教官が減ったわ

けでもなかった.学生の志向の多様化に対応した苦肉の

策であったのかもしれない.多様化対応措置としてはそ

の後も大小いくつかの方策がとられた.

平成 5年，一般教育の改組再編によって，いわゆる教

養教育から副専門としての専門教育に変貌し，旧一般教

育のグループは要件単位のうち，主専門関係 88単位に

対する副専門 36単位の部分に，新たな意味付けと責任

*1 応用化学科

を担うこととなった.

(改組理念から)

一般教育の改組の理念などは， 1992年(平成5年)4 

月に大学により公表された「改組再編の現状と課題Jの

中で，以下のように述べられている.先ず，一般教育は

「カリキュラムの画一化のために学生の自主的勉学意欲

に十分応えられず，学習意識の低下を招きがちであるJ

など， 3点の問題を抱えて「教育目標と現状の聞に霜離

が生じている」とした上で，改組再編へと向かった.

新たに計画された副専門教育課程では「専門分野に偏

狭することなく広い視野をもっベく広範囲の科目を設定

し，かっ，それらの科目を全学生が共通的に履修する共

通科目と，目的別に組織的に整理されたコース別科目に

分けて履修する」ことが規定された.

主専門と副専門を関係づける教育目標などについては，

f4年間一貫した学部一体の教育を行うこととし，主専

門科目群とこれとは別に専門教育とは性質の異なる複眼

的な視点から専門教育を補完するための副専門科目群を
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配するJとうたった上で， r現代社会において工学系大
学卒業者に必要と思われる基本的な資質，すなわち専門

分野に偏狭することなく広い視野に立つ総合的価値判断

能力を備え，深い見識を身vC庁蔵気擦構試軌藩鰻歌揮

垢機麓旦箸気謹拭%

j C.d坑鵠靴燭K5つの副専門教育コースが誕生した

が，ここに設けられた生命環境科学コースの目標では，

背景に「最近の科学の進歩は生命現象についての知見に

おいて大きな飛躍を遂げ，バイオテクノロジーと呼ばれ

る新しい技術が生まれてきた.また，近年の工業の発達

とともに，環境問題について様々な問題が生じてきたJ

ことを指摘し， rしたがって，これからは生物と自然と
の調和ある環境を生み出す視点に立って，科学・技術を

考えていかなければならない.生命環境科学コースでは，

「科学と生命環境」をテーマにこのような分野について

の基礎的な知識を学ぽせ，グローパルな視点にたって社

会に奉仕する技術者の養成に資することを目的とするJ

ことが掲げられた.

以来4年間，生命環境科学コースは大小の新しい問題

に直面し，その一部分は昨年度の教育課程の見直しによ

り改善されたものの，その作業などを通して根の深い宿

題を抱えているとの認識に到達している.

2. 生命環境科学コースへの学生の分属状況

(新たに直面した問題)

各コースへの学生の分属希望が， 5つのコース間でパ

ランスしない.生命環境科学コース(以下，生環コース

)は常に定員 (130人)オーバーの状態が続いた.希望

のとおりに分属を許すことは物理的にも不可能なため，

約 1か月かけて，希望の変更を募った後，志望理白書を

提出させて選考をした.

(志望理由の分析)

ある年度の， 142人分の志望理由の要点を抽出し，共

通項目にまとめた. (表参照)

志望理白書を読んで先ず感じたことは，これらの学生

は自分自身の理由で志望したのであって，決して他人の

理由に同調や便乗したものではないことである. r単位
を取りやすいからJ，r周囲の噂を参考にJ，r仲間と
の相談によって」等の消極的依存体質を見ることはなか

った.とはいえ志望理由は様々であり，全体を簡単に分

類することは難しい.先ず，次の 3項目に該当する者を

まとめてみた. r生環コースを選んだのは，1.主専門の
補完として， 2.自己本来の興味から， 3.主専門並の強い

動機からjである.その結果，全体で1.37%， 2.が46%，

3.が8.5%であった，ただし，一部分は1.と 2.の両方に
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表平成7年生命環境科学コース志望理由

の項目J.jIJまとめ

(項目)

1.主専門の補完として 2.自己本来の興味から

3.主専門並の強い動機から 4.環境改善に役立ちたい

5.高校で学べなかったから 6.雑誌や報道記事

志望 項 目
学 科

者数 1. 2. 3. 4. 5. 6. 

建設システム 24 14 9 1 7 。1 
機棟システム 26 13 4 1 6 。。
電気電子 18 6 8 1 4 。。
情報工学 17 3 8 。5 4 。
材料物性 20 6 12 。4 。2 
応用化学 37 11 25 9 6 4 。
tロ』 計 142 53 66 12 32 8 3 

該当する.3.の数字について，後述のように担当者の一

人としてある種の重みを感じている.

自己の志望を決めるにあたり，入学前に読んだ大学案

内，コース分属説明会資料，副専門編シラパスが参考に

された.かなり多くの人が大学案内によって生環コース

を知り，早くから分属の希望を決めていた.その中には，

「他大学の環境系の学部や学科を受験して入学を果たせ

なかった」者や， r以前から勉強してみたかったものを
見つけた」者もいる.また，シラパスを読んで，自分の

主専門の内容を補強するコースと位置づけ， r生命環境
科学の学習が是非必要である jという者や， r環境配慮
のできる建設あるいは土木技術者になりたいJ(建設シ

ステム)， r自動車や宇宙などの技術にとって必要であ
るJ(機械システム)， rクPーンエネルギーなどにつ
いて理解したいJ(電気電子)などの者が含まれている.

生環コースの化学分野の比重が大きいことが応用化学科

の学生の多いことに直接つながる.

環境保全のために「積極的に参加しようとする意志の

表明」は表の項目 4.であり， 23%あった.表に示してい

ないが「もっと認識を広め深めたいj というのが，その

他のほとんどの者である.言うまでもなく，後者の中か

ら前者の 23%をできるだけ大きく育てるのも生環コー

スの大切な役割であろう.

項目 2.の「自己本来の興味からjの中には， r高校時
代に勉強した化学，生物，地学を生かして学びたい」者

が多数いる.一方，項目 5.には「高校で学校の事情や大

学受験の都合で勉強できなかった科目を，この機会に勉

強したいJや「高校時代に学びたかったが機会が与えら
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れなかったので，生環コースで学びたいJとした者が含

まれる.理科への興味には，見近な経験との密接感や未

知の世界の征服感もあり，学校で定めるプログラムに制

約されることなく，生涯持続するものがある.一つの専

門に自己を当てはめようとするよりはむしろ，これまで

に抱いてきた種々の今日的で広域的な疑問や関心の追究

へと，専門領域を越えて自己を広げようとする傾向が表

れており， r総合科目を勉強してみたいjなどとも述べ
られている.最近の社会人教育あるいは生涯学習の理念

とも通ずるものが大学初年の学生に既にもあるように感

じられる.持来再び生命や環境に関する専門あるいは教

養の勉強をする可能性があるとすれば，この時期にアウ

トライシを知っておくことは意義深い.

項目 6.は「ある先生の地震にの新聞記事を見てJな

ど，報道等からの影響で選んだ者を示す.その段階です

でに，在学校での情報あるいは出版物などから環境問題

についてある程度見聞を広げ，問題意識も高まっていて，

fこの機会に是非専門的な勉強をしておくべきだjや「

本当に興味を引くのは環境の勉強なのだから是非学ばせ

て欲しいjなどとなったようである.こうした問題意識

の高まりは志望者のほぽ全員に感じられる.NHKのテレ

ピ特別番組や自然災害の体験なども発端となり，生命と

環境は直接間接に広範な学生の関心を引いていると強く

感じる.

(今後の課題)

志望理由の中で「他のコースで選びたいものがないか

らJとした者もおり， r主専門に一途に関わりたいのか
」あるいは「ほんとうは何をしたいのか」と問いかけて

みたくもある.とりあえず生環コースに分属させること

としたが，少数派とはいえ副専門全体の検討課題とした

い一件である.本学に入学する学生は必ず副専門を学ぽ

なければならないとした根本的な理由を問いたい.

項目 3.の「主専門並の強い動機」の中に， r大学での
研究テーマとして環境問題に取り組みたい」という者が

いる.こうした高いレベルの教育を求めて生環コースに

分属した学生に対し，十分保証する体制が現在できてい

ない.所詮副専門にすぎないが，知識を伝えるのみの教

育に終わるのではなく，所属学生のある部分を研究の領

域に導いて，学生と一体でつくる学問的創造体制への成

長が今後の大きな課題の一つである.学生を研究の活動

や方法に触れさせ，真に自己の学問的興味を発見できる

ように彼らを導くためには，現状のままでは物理的に困

難な面もある.つまり，一般教育時代のままのスタッフ

専用研究体制であれば，副専門としてどこまで学生の要

望に応えてあげられるだろうか.誠に乏しい限りであり，

将来の発展性さえも望めないなら，生環コースは看板倒

れに終わってしまう.

3. 改組再編教育課程の評価と課題

3.1 生命環境科学プレゼミナール

(プレゼミナールの実情)

プレゼミナーノレが発案されたのは，一般教育における

多人数教育の弊害が指摘されていた背景がある. r先生
と学生の聞に十分なコミュニケーションが成立していな

かったJとされたが，改組案にはどのようなコミュニケ

ーションをするべきかは明らかにされてはいない.授業

の内容に関する限り，授業中に双方向の対話が可能にな

るクラスの大きさは，私見では， 7 .......... 80人が限度であろ

うと考えると，改組にともないプレεゼミナールの現行形

式(1教官に学生 20名)が導入されたねらいが未だ判

然としない.

(ある中間報告とその後日談)

ある担当教官が「プレゼミナール寸描Jと題して，学

生部ニュースに報告したものを抜粋再録する.これは生

環コースにおいてプレゼミナールを担当した 7名の教官

からのアンケートへの回答をもとにしてまとめられた.

質問事項:

(1)実施中のプレゼミナールの形式(講義，ゼミ，その

他の形式など)

(2)現在感じている問題点

(3)プレゼミナール開講の目的，意義をどのように考え

ているか

回答:

(1)ゼミ形式と回答したのは， 7人中 4人であった.その

他，講義形式あるいは講義とゼミの複合形式が2人で，

施設見学が 1人であった.

(2)学生の語学力不足のため意図した通りに進まず.意

見や質問が全く出ない.資料を棒読みするなど把握力に

問題がある.出席状況不良など意欲がない.欠席者には

ペナノレテーをつけてみた.発展性のない見学のみに終わ

った.

(3) 1年生後期では時期尚早だ.意義目的がはっきりし

ていない.意義目的がよく理解できない.時期的に不適

当.必要性に疑問あり.ポリシー不明で効果も期待でき

ない.意義不明ではあるが，少人数教育という点ではイ

ンパクトがあったと思う.

後日，こうした状況を検討する会合において，ある教

官は「第 1志望で分属されたはずなのにjと，学生に積

極的な参加態度が見られないことを嘆いている.

円ぺ
U
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改組が前倒しで実施されたこともあり，全ての担当者が

互いに検討を尽くす時間も与えられず，結局，プレゼミ

ナールの実施方法も様々ながら，実施しての評価にも前

向きな意見が見あたらない.

新いョ形の教育なので，担当者は教育の専門家として

工夫し試行錯誤する役割があるとはいえ，教育内容より

も，学習態度や，ものの言い方，約束履行などの"行儀

教育"を繰り返す時聞が続くなら，副専門教育の目的と

は全く異質のものが課せられているようで，ジレシマを

感じてしまう.また，あるときは fコースへの向滑な導

入をはかるためjともいわれるが，その場合，導入にあ

たってかなり高い密度での個人的接触を必要とする分野

に限定してプレゼミナールを実施するのが効果的である.

ただ単に"少人数でコミュニケーショシをはかる"とい

う目的不明確なままでのプレゼミナールという方法設定

を，担当者に押しつけるのはどうだろうか.

(今後の課題)

担当を 2度経験したある教官は次のように述懐する.

「学生は学科を横断した形で行うゼミ活動の意味を見い

だせずに終わるJ，r現在の学生数に対して少なすぎる
教官数のため，学生が担当教官を選ぶ自由がなく，さら

に，一つのゼミに 20人以上が集まるのでは少人数とは

いっても一体感に欠けるJ，r学生の主体的な参加が前
提となるゼミの性格から，必修科目とはしないで，選択

にすることについても十分に検討するべきである」

この指摘から，学科横断型，学生が教師を選ぶ自由の保

証，一体感の出せるゼミナールの規模，必修選択の設定

について，さらに，ゼミナール室の完備などの宿題も現

在なお残されており，場合によってはプレゼミナールの

廃止を含む，十分な検討を続けるべきである.

この現状を，今後改善する方向として，

①教官と学生の間に個人的接触の物理的に保証された状

況をっくり，そのためにも，

②予めシラパスなどにできるだけ詳しいプレゼミナール

活動内容の紹介がなされている必要性から，内部的検討

を尽くした準備がなされ，

③どのように成績評価(単位付与)をするかも明瞭に示

されており，

④学生には担当教官やテーマを選択する自由が与えられ

ているためにも，相当数の教官の参画の下に，選択科目

とすることであろう.

「少人数教育とはゼミナールであるJという短絡は，

最悪の場合相当大きな危険性をはらむ教育方法であり，

上述のように否定的な反省が強まるばかりで，改良につ

ながる発想の生まれにくい雰囲気で固まってしまう.こ

うした新しい形を実践に取り入れるとすれば，準備に手

間暇をかけ，例えば，成功している各種のゼミナール活

動を分析し，学ぶべきである.この点でも，この度の改

組再編は見切り発車の感が濃厚で， r後のことは走りな
がら担当者各位において良きにはからいなさい」となっ

てしまったことは，質的に大きな負担を担当者に押しつ

けたことになる.

また， r低年次ゼミナール」では専門的な基礎知識も，
大学あるいは専門分野に特有な学問的方法論もほとんど

通用しないし，こうした方法を教授することにも無理が

ある.この場合， r教官と学生の個人的で人間的な交流
が決定的といえるほど重要になるJが，極端な言い方を

すると，おしゃべりタイムにもいたらずに終始する.明

確な目的設定がなく，教育者として学生にどのように接

すれば期待される効果があげられるのか，ヒントすらも

ない.

こうした新しい教育実践から出てくる知見などを適宜

汲み上げ，深めていくことのできる場が，副専門の中に

用意されていない.

3.2 マンモスクラスの発生要因

(マンモスクラス発生)

クラスの人数がおよそ 80名以下なら 1--2か月間で

顔と名前が一致する程度に把握して授業ができる.どう

したわけか 100人に近づくとクラスが名もない顔もない

大きな一つの塊のように感じられ，一方的に知識の伝達

がなされ，その努力がどこかに吸い取られていくばかり

で，心身の消耗が異常に激しくなる.

生環コース発足 2年後に，はじめて定年退職者があり，

後任としてそれまで主専門の応用化学科教官が生環コー

スのコース別科目を担当することになった.この教官か

ら， 2年間担当の後日談として次のような意見が寄せら

れた.

主専門科目とは異なり，学生の基礎知識や関心もまち

まちなので「少なくともこれだけは知ってほしい」とい

う講義ではあまり教育効果が期待できない.そこで，古

典的な"積み上げ型"の講義を止めにして，複数の副読

本から"水と生命"という主題に沿った内容を拾ってい

く方式で講義を行っている.準備にかなりのエネルギー

を要するが学生のレポートをみていると，強い関心と興

味を示す学生が出てくる.ところが受講者 120名以上と

いう現状はあまりにもマンモス授業であり，せめて 40か

ら50人位で，学生の表情が見えて，やりとりのしやすい

授業にできないものかと感じる.
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生命環境科学コース教育実践のこの4年

古代の環境で滅亡したマンモスが，改組再編後生環コ

ースにマンモスクラスとして"生還"した.ある科目で

は，改編カリキュラムを実施してみて，履修申告者が異

常な人数にのぼった.1名の教官が担当する一つの科目

で 860人もの学生を相手にした例は，これまでの本学の

講義にはなかった.結局， 3クラスに分けて授業をした

ために，教官の負担時間も 3倍に上がった.改組の理念

に従い，専門性を深めていくねらいがあるなら，このよ

うなマンモスクラスの生じたことは，理念とは逆の方向

に現実が動いてしまったことであろう. r根本的にはス
タッフ不足とメニュー不足である」との指摘はできょう

が，スタップ数は現状のままに凍結された改編なので，

開講時期をにらみ，並行あるいは隔年授業などの方法を

とって学生にも安心して授業を受けることのできる道を

保証しつつ，受講者数の分散をはかるのが従来からの知

恵であった.詳細の検討に手抜かりがあった.

(今後の課題)

入学時の履修方法説明会では，単位を揃えることにつ

いて詳細に述べられる.その中身は決して簡潔ではない

が，新入生は手持ちの単位が零なので，誰もが渇いた旅

人のように単位取得に走る.その結果，初年生の受講者

数が最も多くなり，学年進行と共にこの傾向は減る.そ

こに，学年による学生集団の気質的な状況がある.高学

年になると勉強の姿勢も成熟してくる.この時期をとら

えて深い専門内容を学ぶのもよい.こうしたことは経験

により承知している.副専門で新しい試みをする場合，

学生集団に気質的な傾向がある場合，大学に在学してい

る期間内に，いつでも好きな時期に学びたい講義を，受

講者が自主的に選択できることが理想であろう.学年進

行と開講時期の設定に関して，副専門の各コースに特有

な基本的ルールあるいはシナリオといったものを創り出

すべきではなかろうか.昨年度の教育課程見直しで，こ

の点が改善されつつあるように思うが，少数スタッフで

「広範囲な内容をカバーする」という改組再編の理念を

字句通りに受けとめるのは現実に合わず，従来の一般教

育的体質を保持する限り，現行の副専門教育の方法を少

し改善するにも大きな限界を感じる.

4. 複眼的視点から専門教育を補完する副専門の役割

(一般教育と副専門教育)

一般教育の理念には人間形成という大きな目標があっ

た.ここで，生環コースのコース別科目を担当するある

教官からの指摘を紹介する.

「主専門と副専門方式さらに旧来の一般教養と学部教

育方式の違いがどこにあるかについて，教官の聞に共通

の理解があるとは思えない.例えぽ，副専門課程には主

専門課程の卒業研究や論文購読に相当する学部教育の中

での到達目標がない.このことは改組の意義を暖昧にし

てしまい，全学的なカリキュラム体系の整合性と一体感

を著しくそこねる一因となっていることを感じる.一方，

工学における複眼的思考力の養成や基礎学力の総点検が

副専門教育の主眼だとするならば，これこそ工学の学部

教育の中心テーマにふさわしいと考えるのが現実的では

ないだろうか.多くの指摘があるように専門性の追求は

すでに大学院博士前期課程に移行しているというのが実

感である.工学の守備範囲が時代と共に変わってきてい

ることと，学生の学カや専門意識の激変を冷静にとらえ

て，無理や無駄の少ないシステムを試していく必要があ

るのではないか.J 

副専門は生まれたばかりの専門であり，既に歴史的な成

熟を経てきた主専門とは質と量においてバランスしては

いない.現行教育はも早や一般教育ではない以上，専門

性を意識し，主専門との関係を見据えて，教育内容の成

熟度を調整し，合理的なレベルの集積として副専門教育

を試行し，体系として育てる必要がある.

(主専門と生環コース)

改組再編の現状と課題のなかに， r (主)専門教育と
性質の異なる複眼的な視点から専門教育を補完するため

の副専門科目Jを考えるために，生環コースとしては，

「最近の生命科学技術の進歩および工業化にともなう環

境問題Jを対象として， r生物と自然との調和ある環境
を生み出す視点Jから「科学と生命環境Jの主題の下に

「基礎知識を学ぽせ，グローパノレな視点に立って社会に

奉仕する技術者の養成に資する」と述べられている.そ

こで， r生命や環境に関する現在的課題を特定の証~:T

ニヱに据えて，置室盤差する高度の教育活動をする」

ことをも，"主専門とは性質の異なる視点"を実質的に

打ち立てる，真に生環コースの段階的充実を志向する教

育改善になるのではなかろうか.

(均衡と相補)

要件単位 88対 36が，二つの専門知識を獲得するのに

合理的なものとは断定できない.従来から専門教育には

人格の形成という点で欠けているものがあり，教養の教

育が必要との認識で，専門と教養との聞に人聞の成長と

いう共通の土壌の中で必要な均衡をもたらした.この均

衡を長い間保ってきたのが 88対 36であった.

一方，主専門教育に対する副専門教育の位置づけとし

て，副専門はある意味で主専門と互いに相補的な補完関

係と考えると，現行の主と副には相補的内容を形成する
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富士川計吉

体制が備わっていない.先ず，副専門は， (1)卒業生を

送り出す段階に深くは関わっておらず，よって， (2)学

生の大学における学問に対して最終的責任を担っていな

い.また，主専門は副専門を旧一般教育の枠組みで判断

する傾向から脱していない.生環コース志望学生の中に

は少数ながら生環コースでの研究活動という高いレベル

を期待する者がいる.生環コースとしてはこの少数を無

視するのではなく，こうした志望の中に，生環コースと

しての教育的対応の必要性を認め，一定の役割を担うな

ら，旧体質の脱却につなげられるのではなかろうか.こ

うした将来の成熟に備えて，要件単位の設定には，今後

の副専門教育課程の改善にともなう「大幅な改訂の余地

を保持Jすべきであろう.

5. 卒業生像と社会的背景

(卒業生に期待される像の変化)

世の中に二つの分野の専門家といわれる人がいる.ま

た，専門家ではなく"博識"や"通"といわれる人も多

い.身辺の内外から，これまでの常識では解きえない問

題が発生したとき，しばしばこうした人聞が必要になる.

高度経済成長の時期から国の内外で，大きな変化のう

ねりが生じてきた.企業の国際的な展開があり，良い意

味の国際化も，また，あまりにも経済優先主義的な，エ

コノミックアニマルの汚名を戴くこともあった.さらに，

核家族化，少子化，文化の多様化，など，国民の生活習

慣や慣習の変化も顕在化した.潜在する問題もまた拡大

し，複合性を帯びてきている.こうした背景から学生に

期待される像にも変化が起きつつある.そうした変化に，

学生の反応はかなり敏感であることが志望理由の分析か

らも感じられる.副専門での大学教育の完了を目指した

学生に期待する「卒業生像」には以下のような要因が含

まれている.

(強まる総合化の傾向)

総合化とは，一面では既存の専門分野の境界領域に種

々の新しい問題を見いだすことである.こうした状況へ

の対処方策として総合性を強めた教育の主柱を立てるの

も，副専門の一つの選択である.昨年度の教育課程の見

直しにより生環コースのコース別科目の中に社会科学分

野の科目などを取り入れた.科学的な因果関係の解明を

待たずに，リスクの評価法によって決断をしていく方法

は環境や生命の最先端ですでに採られている新しい手法

である.識者の指摘に待つまでもなく，社会はこうした

改変に向かいつつある.総合化教育の方向にはこうした

新しい認識のありかたを学ぶ能力をつけることも含まれ

ている.

(教育完成段階としての卒研指導)

学生はある研究室あるいはある教師のゼミに研究メン

ノfーとして参加し，真に双方向で計画的な学問創造活動

へと導入されるなら，学ぶ姿勢も，それまでの一方的受

容とは異なるものが備わり始める.完成段階とはこうし

た変化の兆す時期のことであり，少人数対応型でなけれ

ばならないものである.諸々の準備，基礎づくりを終了

し，次の段階としての完成へと到達することができるよ

うな副専門の教育課程は未だない，かあるいは，そのポ

テンシャルを現有していない.

6. 改組再編教育組織のもつ査

(分属教官の特異性)

一般教育組織の一部分が改組にともなって既存の学科

に所属替えとなった教官を分属教官とよぶ.分属教官は

種々の意味で二重構造の運営形態の下に置かれており，

学生からみると全くこうした複雑性に気づく余地もない

ので，時には戸惑いを感じるようである.現状は，臓器

移植手術と似ていて，分属によって即座に一体化できる

ものでもなく，分属した学科の建物に分属教官の身柄が

引っ越しすれば解決する問題でも，また，教官同士が親

密に交流すれば解消するものでもない，もっと根深いも

のがある.分属教官は学科聞に存するある種の勢力パラ

ンスの中に無造作に注入された均衡破壊危険因子と見ら

れたかもしれない.度重なる定員削減圧力の中で，シス

テムは不利益因子に何よりも敏感になっているであろう R

一方，分属させられた者にとっては， i一体化Jという

表現の中に底知れない不確かなもの，非現実的なものを

感じたのであった.これら分属によって生じた二重構造

にからむ不具合は，副専門が高度の教育活動へと展開す

るための「副専門が抱える根本的問題」のーっとして，

今後慎重に解決されるべき課題である.

1. まとめ

この 4年間改組再編教育課程を担当して，生環コース

の抱える問題が分かつてきた.昨年度の教育課程の見直

しによって，プレゼミナールおよびマンモスクラスなど

の問題の解消に向かった.しかし，発足聞もない生環コ

ースとしてなお根深い宿題が残されていることを指摘し

た.とりわけ，生環コースが副専門として成熟するとき，

専門教育の充実と主専門に対する位置づけなどについて，

今後の課題を指摘した.課題は多いが，これまでのとこ

ろ進展も確かなことは，将来の展開に希望となる.次期

の見直しまでに一歩の前進を期して終わりとしたい.
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科学技術と社会をつなぐ大学教育一社会科学コースの試みー

先進国の開発援助によって巨大ダムの建設が国家的プ

ロジェクトとして強引に進められている。中国・揚子

江の三峡ダムは水没のために113万人以上の住民が十

分な補償もないままに移住を迫られ、歴史的遺跡や希

少種も失われようとしている問。またラオス・メコン川

最大の発電用ダム=ナム・グム・ダムでは、貯水量の

減少を近くのナム・ソン川に新たなダムを建設し、そ

の水を水路によってナム・グム・ダムの貯水池に送る

という場当たり的な方法で解決しようとした。それは

当然のことながら、川から魚が姿を消し、ナム・ソン

川下流の3000人の住民の生活が破壊されたばかりか、

ラオスの民衆にとっても国内総生産の1割に相当する

債務を抱える結果を招いた凶のである。

日本における水問題については、嶋津睡之 (1991)

によって、「土建資本と政治家と水行政にかかわる官僚

からなる利権集団が水資源開発の予算を獲得し、必要

性の有無にかかわらず、開発事業を推進しており、工

業用水および、農業用水の余剰水の水道水への転用や水

道における節水の推進、工場における水使用合理化の

推進などを行えば、新たな水源開発を必要としないj日吊

ことが指摘されている。また大熊孝 (1988)がいうよ

うに、「ダムによる洪水調整には一定の限界があり、河

道による洪水処理計画に対する補助的役割を担ってい

るにすぎない」側のである以上、私たちには堤防強化の

科学技術や水害防止林の整備などによってある程度の

洪水までは氾濫しないようにするとしても、それを超

えるような洪水に対しては積極的に各地に遊水・氾濫

させ、被害を可能なかぎり分散・公平化して間、自然と

共存する社会を形成することが課せられている。

こうしてダム建設に象徴される近代河川工法は地域

社会科学コースのカリキュラムを下表のように改訂す

ることにした。改訂の主な特徴を(1)副専門教育全体に

かかわることと、 (2)社会科学コース独自のことの二つ

にわけると、以下のように表される。

(1)平成5年度のカリキュラム(以下、旧カリとよぶ)

ではコース別科目は皆同じ位置づけであったが、旧カ

リの共通科目を新たにコース別科目のなかに組み込み、

コース別科目をA、B、Cの三つの群に分類した。

(2)次のような科目の変更を行い、環境系科目を充実

させた。社会学の基礎→社会環境基礎論、経済システ

ム論演習→環境経済論演習、社会と情報→社会環境論、

社会調査実習→環境情報論演習、社会情報特論A→社

会環境特論、社会情報特論B→社会情報特論

なお、 A群は社会科学以外のコャスの学生でも履修

できる共通科目からなり、 B群は原則として社会科学

コースに所属する学生しか履修できないコア科目から

なる。またC群は他コースで開講している授業科目だ

が、社会科学との関連があるものと位置づけ、履修し

た場合、社会科学コースの単位として認定するもので

ある。こうしたコース別科目の拡大によって、社会科

学としてのまとまりがつくられ、その広がりも視野に

入れることができたように思われる。

表 1 社会科学コース・コース別科目

A群 憲法 1年後期

現代民主主義論 1年前期

経済事情 2年前期

社会環境基礎論 1年後期

日本近現代史A 1年前期

ヨーロッパ・アメリカ史 1年前期

社会が国や自治体による独占的河川管理を克服し、か B群 社会科学プレゼミナール 2年前期

つての水利組合・水防組織のような自治的河川管理を

自らのものとする過程において、自然と共存するもの

として転換されなければならないのである。

2 社会科学コースの構成

社会科学コースは平成5年度の一般教育課程の再編

により副専門教育課程のーっとして誕生した。その目

的は現代における科学技術と社会との密接な相互作用

を踏まえて、「科学と社会Jをテーマに社会の現状につ

いて深く理解し、科学技術と社会との新しい内容・関 C群

係のあり方を深く追求して考えることのできる技術者

の養成にあるものとした。その後、継続的にカリキュ

ラムの検討を進めた結果、カリキュラム上の問題点の

解消と 1にのべた問題意識に基づき、平成9年度から
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基本的人権論 3年前期

現代憲法演習 4年前期

現代自由論 2年後期

現代政治論演習 4年前期

社会経済論 3年後期

環境経済論演習 4年前期

社会環境論 3年後期

環境情報論演習 4年前期

日本近現代史B 2年後期

日本近現代史演習 4年前期

生活環境化学 1年後期

地球環境化学 3年前期

国際関係論A 1年前期

比較文化論 4年前期

国際関係論B 2年後期
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表2 大学院博士前期課程・社会科学系科目

現代社会特論A 1年後期

現代社会特論B

現代社会特論C

社会環境特論

社会情報特論

1年後期

1年後期

l年前期

1年前期

注1)学部・大学院の授業はいずれも2単位で、社会

科学プレゼミナール(以下、プレゼミとよぶ)以外の

科目はすべて選択である。

注2)大学院ではコース制をとっていない。したがっ

て、大学院博士前期課程の社会科学系科目は共通科目

であり、誰でも選択できる。

専任教官の学部・大学院における講義科目のねらい

はシラパスによっておよそ以下のように示される。

(1)憲法=長利一…日本国憲法の三大原理(平和主

義・民主主義・人権保障)のうち平和主義を中心に講

ずるが、他の二つの基本原理をも視野に入れて全体と

して憲法理念の規範的考察が可能になるようにしたい。

(2)基本的人権論=長利一…国民の身近な生活レベル

での人権問題や行政改革、政治改革、環境問題など最

近の憲法上のトピックを素材にして憲法の規範的意味

を検証する。歴史的アフローチや国際的比較法的視点

もとり入れるとともに、 19世紀から 20世紀にかけて

の資本主義の歴史的発展とも関連づけながら、基本的

人権の「普遍性」への展望を探る。

(3)現代民主主義論=白石正夫…われわれは明日にい

かなる社会を展望すべきか。この授業は今日誰もが解

答を求められているこの課題に「自由社会とは何か」

を解明する作業を通じて迫るものである。

(4)現代自由論=白石正夫…混沌とした現代の圏内・

国際政治を読み解き、明日の社会を展望しようとする

時、われわれが依拠すべきは民主主義である。民主主

義社会とは人聞が人間らしく生きることのできる社会

である。そのような民主主義社会には自由が必要であ

る。だが、自由とは何か。この授業は「自由とは何か」

を解明する作業を通じて、われわれが生きている現代

社会と政治の本質に迫るものである。

(5)経済事情=亀田正人・・・経済摩擦または先進国間関

係、南北問題または先進国一開発途上国関係、環境問

題または経済開発一人間開発関係の三つを基本テーマ

にして、現代の世界経済の大まかな全体像を描く。

(6)社会経済論=亀田正人…「市場経済」の特質、経

済運営思想の変遷、環境問題のインパクトと対応など

の問題の解明を通して、現代社会の特質について経済

活動の市場的要素と非市場的要素との相互関連の視座

から歴史的に論じる。

(7)社会環境基礎論=丸山博・・・地球環境問題の背景に

は、たとえば有害廃棄物の越境移動、ユーカリの植林

による熱帯林の破壊などのように、南北問の社会的・

経済的格差が深くかかわっていることを明らかにし、

地球環境問題を解決しうる持続的発展を内包した新し

い社会科学すなわち社会環境論の基礎を探りたい。

(8)社会環境論=丸山博…環境は主として制度・政

策・技術などの社会経済システムによって規定される。

それゆえ、環境問題は社会経済システムの欠陥によっ

て引き起こされた社会問題といえよう。本授業では、

日本の制度・政策を欧米のそれらと比較検討しながら、

ダム建設やごみ処分場の問題とかかわる住民運動が選

挙や裁判を通じて制度や政策を前進させてきたことを

示し、環境問題を解決しうる持続的発展可能な人間・

社会のあり方を明らかにしたい。

(9)現代社会特論A=長利一-・・現代世界および日本社

会の緊急のトピック、たとえば地域紛争、環境問題、

行革、規制緩和、日米安保、人権保障などについて、法

学をふくむ社会科学的検討を加える。現代資本主義社

会や国家への批判的視点を提供しつつ、問題接近の方

法を受講生とともに探りたい。

。。現代社会特論B=白石正夫・・・マルクスは自らの構

想する未来社会を「自由の花ひらく国」として描いて

いる。ソ連等の「全体主義的社会主義」とマルクスの

「自由の花ひらく国」とはいかなる関連があるのか。イ

ギリスの政治学者J・グレイは「ソ連型社会はマルクス

の理論が導きだした不可避的結果であるJという。は

たしてそうなのか。グレイの主張を詳細に検討しつつ、

マルクスの「自由」観や社会主義像を再検討する。

(11)現代社会特論c=亀田正人・・・環境問題についての
現状認識、「持続可能な開発」のモデル、その実現のた

めの経済的手法などについて、現実主義的な政策提言

で知られるワイツゼッカーによる『地球環境政策』を

テキストにして、考えたい。

白)社会環境特論=丸山博…環境問題解決のキーワー

ド己持続的発展とは自然や他社会の収奪のうえに成り

立つ今日の社会経済システムを人権・環境を優先する

ものへと変革することによって、将来世代によりよい

地球を受けわたすことである。本授業では、生物の多

様性と民主的な社会の実現を持続的発展の基本的要素

として位置づけ、持続的発展を具体化するための社会

環境政策について考察したい。

このように社会科学コースの根幹をなす専任教官の

講義科目群は現代の科学技術と人間・社会の本来のあ
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科学技術と社会をつなぐ大学教育 社会科学コースの試みー

り方とのかかわりを意識して、平和と人権(長)、民主

主義と自由(白石)、世界経済と市場システム(亀

田)、地球環境と持続的発展(丸山)などの現代的課題

に焦点化され、科学技術と社会をつなぐカリキュラム

の体系化へ向かっている。

3 社会科学コースにおける授業の検証

3.1 教官による授業の検証一プレゼミと演習科

目を中，むにしてー

長、白石、亀田、丸山の4人の専任教官は皆1、2年

次にA群の講義科目をおき、 2年次にプレゼミ、 2"'-'3

年次にかけてB群の講義科目、 4年次にB群の演習科

目、大学院博士前期課程の 1年次に講義科目を開講し

ている。それらをまとめると、以下のようになる。

長:憲法一プレゼミー基本的人権論ー現代憲法演

習ー現代社会特論A

白石:現代民主主義論ープレゼミー現代自由論ー現

代政治論演習ー現代社会特論B

亀田:経済事情ープレゼミ一社会経済論一環境経済

論演習ー現代社会特論C

丸山:社会環境基礎論ープレゼミ一社会環境論一環

境情報論演習一社会環境特論

A群の講義科目は各教官の中心テーマの総論ないし

は基礎論、 B群の講義科目は各論、大学院の科目は特

論として位置づけ、それらの聞に小人数の演習科目と

してプレゼミと演習をおき、それぞれを社会科学の方

法論を修得するための基礎と発展と位置づけることに

よって、授業科目の有機的連闘をはかっている。

では、プレゼミと演習の授業はどのように展開され

ているのだろうか。演習はまだ2年目を迎えたばかり

で試行錯誤の過程にあるため、主としてプレゼミにつ

いて担当教官自身によるレポートをもとに検証してみ

たい。なお、社会科学コースのプレゼミは4人の専任

教官と 1人の非常勤講師が担当する 5つのクラスから

なり、どのクラスを選ぶかは学生の主体的選択にゆだ

ねられている。

(1)長クラス 授業内容は憲法等の法現象をはじめ、

政治、経済、社会一般の最近のトピックを対象・素材

にしており、幅広く社会科学的思考を養うことをめざ

している。授業方法としては学生が主体的に学習でき

るように、学生自身にテーマを選択させ、レポート→

ディスカッションという方法をとっている。昨年度は

「戦争と平和」というテーマについて、学生が順番に新

聞の切り抜きなどをつかってレポートし、その後全員

でディスカッションを行っていった。最後に大江健三

郎著『ヒロシマ・ノート~ (岩波新書)とトショル著

『白パラは散らずードイツの良心・反ナチ抵抗運動の記

録~ (未来社)を読ませ、レポート提出させた。

(2)白石クラス 「“現代日本の政治社会の特徴と象徴

天皇制"をテーマに講義形式で」ということを基本に

して実施しているが、できるだけ受講生に発言させ、

対話形式で進めるよう心がけている。毎時間の終わり

にはホワイトカードと称する紙片にその日の授業の感

想、疑問、意見等を書かせて提出させ、次回はそれら

に対する解答から授業をはじめるようにしている。

(3)亀田クラス 書物から知識を得るだけでなく、自

分の手足・耳目をつかって実感をともなった情報を得

るとと、テーマへの接近方法を自分たちで工夫して組

み立てること。とれがこの授業のねらいであると最初

の授業で受講生に伝えた上で、途中2回の中間報告と

最後の最終報告だけを義務づけ、調査方法・スケ

ジュール・報告様式など自主的に決めさせている。昨

年度は受講生26名の合議によって「大学内・市内・国

内のごみの流れ・処理を調べ、ごみを減らすための方

法を考えよう」という統一テーマを決めた後、受講生

を5つのチームにわけ、それぞれ自由に活動させた。

途中、室蘭市のごみ処理施設の見学を授業に組み込ん

だ。最後にごみ問題をテーマの一つにとり上げていた

生命環境科学プレゼミの富士川クラスとごみ処理の有

料化について検討会を行った。授業終了後のレポート

をみると、全体として「珍しい経験」として多くの学

生に歓迎されており、授業のねらいはある程度達成さ

れたと思われる。しかし、他人まかせにする学生がみ

られたこと、チームが完全に自立して調査を完結する

ことを方針にしたため、調査内容に重複が目立ったこ

と、討論の時間が少なかったために、獲得した情報を

整理しきれなかったことなど、反省点も残した。

(4)丸山クラス プレゼミは学生の主体性を確立する

絶好の機会であると考え、学生の自主的活動を中心と

した授業を行っている。昨年度は「都市交通問題」を

テーマにして、次のように全体の授業を三つにわけで

展開してみた。①前半は都市交通問題に対する視点を

形成するため、「宇沢弘文著『自動車の社会的費用~ (岩

波新書)をテキストにして、毎回レポーターの学生に

報告してもらい、その後、受講生全員でディスカッ

ションする」という方法によって授業を進めた。②中

半は学生が自ら課題を発見できるように、受講生35人

を7チームにわけ、各チームごとに都市交通に関する

課題とその課題を解決するための研究計画をたてさせ
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た。③後半は学生が自ら課題を解決できるように、各

チームごとに研究計画にしたがって自主的に活動させ

た。その結果、各チームは「室蘭市のパス交通につい

てJr室蘭市のロードヒーティングの現状と問題点」

「室蘭市における自動車公害とその対策について」など

の課題を設定し、現地調査を行い、レポートを完成さ

せた。レポートの質は必ずしも高いとはいえないもの

もあるが、そうした場合でも自ら課題を見い出し、自

らの力によってその課題にチャレンジするととをもっ

て、目標に到達したものと考えてよいだろう。

また4年次の演習については以下のように試みられ

ている。長は卒論のためのゼミあるいは法学部などの

社会科学系学部への学士入学や編入学の受験対策とし

て位置づけ、憲法の専門書や原書の購読など高度な内

容の授業としている。白石、亀田、丸山は主専門にお

ける卒業研究と並ぶ、もう一つの総仕上げと位置づけ、

テキストを批判的によみ、議論を中心とした授業とし

ている。ただし、受講生には、単位が余っているにも

かかわらず、演習に強い興味・関心を示し、熱心に受

講している者がある一方、単位が足りないことを理

由に受講している者も少なからずみられ、 4年次の演

習本来のあり方にはなりえていない場合もある。

3.2 学生の感想文によるプレゼミの検証

白石と亀田は昨年度、授業に対する感想文を書かせ

た。それらを分析してプレゼミの検証をしてみる。

(1)白石クラスは受講生の人数が30人を超えたこと

から、講義形式をとった。このことに対する学生たち

の意見はおよそ次の2つに大別される。

①講義方式だから内容が深まり、よかった。

②講義形式だが、一方的ではなく、学生に質問したり、

授業の最後にはホワイトカードに自分の感想や意見

を書けたので、よかった。

しかし、わずかではあるが、授業の後半、学生への

質問が少なかったととに不満をのべた者もいた。との

ことは裏返せば、質問による授業展開を望んでいる証

拠でもある。また②を踏まえた上で、「学生のほうから

質問する時間があればもっと良かった」、「ホワイト

カードに書き込む時間が少なく自分の考えを整理でき

ないので、もち帰りにして自分の考えを整理してから

書けるようにしてほしい」、「授業ごとに二人ほどの学

生に課題を与えて、それを発表させるというのも良い

かもしれない」など、授業の改善に示唆を与えるよう

な意見もみられた。学生たちの意見のなかで典型的な

ものを原文のまま示すと、 (a)"-'(d)に表わされる。

(叫応用化学科 1年A君

「テーマである“現代日本の民主主義と象徴天皇制"

について、よくわかっていなかったので討論形式でな

く聴くことが中心だったのはよかったです。」

(b)応用化学科 1年O君

「私はディスカッションをする授業を受講することに

すこし不安があったので、レクチャー形式の授業を選

択しました。授業の形式に関しては人数が少ないとと

もあり、集中して授業を聞くことができた。しかし、

授業で感じた疑問など、質問することや議論すること

がなかった事は残念です。J

(c)応用化学科1年S君

「与えられる授業は楽である反面、身についているか

どうか不安があります。しかしながら、毎週終わりま

ぎわの感想文はそれをフォローするシステムで、うれ

しく思いました。」

(d)情報工学科 1年S君

「今のままでも良いとは思うが、理解をさらに深める

ために次の講義の主題を示しておいてそれに対する考

えをまとめておいてもらう等をすれば、さらに興味深

く講義を受ける事ができると思う。」

(2)亀田クラスの場合は、大部分の受講生が調査方式

に対して高い評価をし、ごみ処理施設の見学や合同授

業についても積極的な関与がうかがえる。しかし、

チームの課題が重複したことやディスカッションの時

間が短かかったことなど、授業運営上の問題点を指摘

する意見もいくつかあり、これらについては前述のよ

うに亀田自身も反省点としてあげている。典型的な意

見を原文のまま示すと、以下の(e)"-'(h)に表わされる。

(e)情報工学科1年M君

「実際に人から話を聞いたり、足を運んだりしてみる

と、本や新聞などからの情報との違いを改めて感じる

ことが結構多かった。」

(f)情報工学科2年T君

「調べるということについてはまだ社会に出ていない

学生の身分で社会人と話をするきっかけとなり、社会

勉強となる一面もあった。相手の人には多大に迷惑が

られてしまったが、それも勉強のーっとなるだろう。j

(g)材料物性工学科1年N君

「自分で調査をしてみないと問題意識が高まりません

し、授業も受け身ではなく、ずっと積極的に参加でき

たつもりです。(中略)私自身では工場見学(筆者注:

ごみ処理施設のこと)が印象的で、ぜひとれは必修に

したほうがいいのではと思いました。(中略)チーム方

式をとったり、中開発表など新鮮で私にはなかなか楽

しくうけることができる授業でした。」

(h)材料物性工学科1年I君
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「合同授業に関しては他のクラスがどんなことを知っ

て何を言うのかひそかに楽しみだ、った。しかし私より

するどい質問にび、っくりした。」

4 まとめ

これまでの検討を踏まえて、今年度5年目を迎えた

社会科学コースの試みを評価すると、およそ以下のよ

うにまとめられよう。

(1)カリキュラム…1、2年次の早い段階で総論をおさ

えた上で、プレゼミをとり、社会科学的な方法論の基

礎を身につけてから各論へと進み、より高度な授業を

受けたい者には4年次の演習や大学院での特論も用意

されていて、科学技術と社会との関係をある程度体系

的に学べるように構成されている。

(2)プレゼミ…学生は主体的にクラスを選ぶことがで

き、教官は講義科目ではできないようなことを行なう

ことができる。そのため、学生・教官とも授業に前向

きである。とはいえ、学生が30人を超えて、小人数教

育とはいいがたいクラスも複数あり、今後、全学的な

協力あるいは非常勤講師の採用によって担当教官を増

やすなど、早急に改善する必要がある。

(3)演習…単位の修得を目的とせず、強い目的意識と

学習意欲をもって履修する学生がいる。このことは社

会科学コースのカリキュラムおよび教育内容・方法の

一つの成果ともいえよう。しかし、一部には、単位が

足りないから履修するという学生もいて、演習にふさ

わしい高度な内容の授業を展開できにくいという問題

も抱えており、履修条件の検討を要する。

(4)特論…「受講生の専門分野との一致が難しいため

具体的な適用の試みをしないまま総論に終わってJ(亀

田)いたり、「学部と異なる独自の大学院教育がいかに

したら可能なのか、はかりかねているJ(長)というよ

うに、工学部の大学院における社会科学系科目の教育

内容・方法の確立はこれからの課題である。

最後になったが、本稿の基礎資料となるレポートを

快く書いてくださった白石正夫、長利一、亀田正人の

各先生には心から感謝申し上げる。今後とも、 3人の

先生方と力をあわせて、本学における社会科学コース

の発展に寄与していきたいと思っている。

註

(1)ドネラ・H・メドウズ，デニス .L・メドウズ，ヨルゲン・ラン

ダース，限界を超えて，ダイヤモンド社，1992，p267

著者は持続可能な社会の定義を環境と開発に関する世界委員

会 (WCED)のそれから引用している。その上で、システム論

的見地から、持続可能な社会を「情報と社会と制度のメカニズ

ムがしかるべきとごろに備わっており、人口と資本の幾何級数

的成長を生む正のフィードバックループが抑制されている社会

Jと規定している。

(2) ~ネラ・ H ・メドウズ，デニス・ L ・メドウズ，ヨルゲン・ラン

ダース，限界を超えて，ダイヤモンド社，1992，pp167-267

著者らはコンビュータ・モデル「ワールド 3Jを用いて、い

くつかのシナリオにもとづくシミュレーション世界を描き出し

た。それによれば、「大きな政策変更をすることなくこれまで

通りに展開される」シナリオでは、 2000年をすぎると、汚染

が著しく増加し、土地の生産力に重大な影響をおよぽしはじめ

る。次に、汚染防止技術、土地収穫率向上、土地の浸食予防な

ど「環境保全技術をとり入れた」シナリオによるシミュレー

ションを行ったところ、限界を延ばすことはできるが、物質的

な生活水準は徐々に低下する。最後に、世界システムにおいて

幾何級数的成長の推進力となっている人口と経済の正のフィー

ドバックループを変え、「世界が人口・工業生産の安定化と、環

境保全型の技術を 1995年にとり入れた場合のシナリオ」によ

るシミュレーションを行い、均衡に近い状態が維持されるとい

う結果を得たのである。

(3)ドネラ・H.メドウズ，デニス・L・メドウズ，ヨルゲン・ラン

ダース，限界を超えて，ダイヤモンド社，1992，p275

著者らは貧困や失業などの問題が成長によっては解決されな

いか、解決されつつあるとしてもその進度はきわめて緩慢かっ

非効率的であるとのべている。しかし、成長を前提とした今日

の世界経済システムのもとでは、先進国の多国籍企業による垂

直統合的生産体系が形成され、その末端に途上国が位置づけら

れることによって新たな貧困や失業がつくられているといえよ

う。筆者は、したがって、成長は貧困や失業を解決しないどこ

ろか、むしろ新たに生み出していると考える。

(4)G.T・プランス，地球植物誌計画，紀伊国屋書庖， 1997，p129

プランスは、しかし、先住民の生活様式などの記録を集める

ことについては、彼らの尊厳と高潔さを損なわないように努め、

これまでのように彼らをただ単に森について学ぶのに便利な手

段として利用したり、彼らの領域を侵犯しではならないと、先

進国の研究者たちに警告している。そして、新しい医薬品を商

品化するにあたって、先住民のアイデアが採用されながら、彼

らにはその恩恵が与えられてこなかったことを指摘し、先住民

の知的所有権保護の必要性を訴えている。このことは今日のよ

うに自由貿易体制がグローパル化され、多国籍企業が自由に資

本蓄積をはかる過程において途上国の貧困が引き起こされてい

る以上、その自由を規制する根拠となりうるだろう。

(5)G .T・プランス，地球植物誌計画，紀伊国屋書底，1997，p158

プランスは最近の民族植物学的研究から、たとえばボリビア

の先住民チャコボ族が1ヘクタールの樹木総数649本中619本

を食用、建材用、医薬用、燃料用、繊維原料用などさまざまな
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用途に活用しているととをとりあげ、とれほど熱帯林に依存し

て生活している人々が森林を皆伐することなど考えるはずがな

い、とのべている。また先住民の焼き畑農法は長期間継続でき

る耕作システムであることが最近の研究によって明らかになっ

たことにも触れ、先住民の熱帯林利用法を知るとともに、最近

の生態学的な知見もとり入れれば、熱帯林の持続的活用は可能

であるというのである。

(6)ジャック・ウエストピー，森と人間の歴史，築地書館

1991，p198 

ウエストビーは、先進国の多国籍企業が熱帯林資源の略奪に

かかわっているととを認めながらも、熱帯林保有国では、国が

森林の伐採権を独占し、それを有力者や企業に不当に安いロイ

ヤリティーと引き替えに譲渡しているという現状を重視して、

森林破壊の主因を富と土地の配分が極度に歪められている途上

圏内の社会関係に求めている。したがって、ウエストビーは

「熱帯林破壊の責任は熱帯林を土地銀行として扱う政府にあり、

資源のより平等な配分を求める土地なし農民の要求をかわす手

段として移民・定住計画を行う政府にあるJ(p198)と主張す

るのである。ウエストビーと同様、熱帯林の破壊の主要な原因

を市場のグローパル化にともなう国と企業の所有の強化に求め

た研究は日本でも、田坂敏雄の『ユーカリ・ビジネス~ (1992) 

や池田寛二の「環境社会学の所有論パースペクティーブ」

(1995)などがある。

(7)ジャック・ウエストピー，森と人間の歴史，築地書館

1991，pp246-247 

ウエストピーは「この定義の積極的な一面は誰が便益を得る

かを重視していることにあるが、社会林業プロジェクトの多く

はまさにその便益が別のところに流れ、意図した受益者に流れ

ないという意味で、うまくいってない」とのべている。そして、

その一例として、世界銀行の燃材の植林プロジェクトが燃材の

価格を上昇させ、その結果、燃材を最も必要とする最貧層の人

々から燃材を遠ざけていることをあげている。ウエストピーは

、土地の改革によって土地の公正な配分を行い、貧困層自身の

参加にもとづくプロジェクトを進めることが貧困層を救い、ひ

いては森林の破壊も防ぐ、と考えている。

(8)ジャック・ウエストピー，森と人間の歴史，築地書館

1991，pp250-252 

途上国におけるアグロフォレストリーの技術開発には先進国

の援助が必要となる。しかし、援助なら何でもよいとはならな

い。その質が問題である。ウエストピーは、緑の革命が豊かな

農民をより豊かにし、土地なし農民を増加させたことを指摘し

、世銀のような資金提供機関が輸出志向の開発を優先し、「ト

リクルダウン」の思想に固執しているかぎり、途上国の農村貧

困層の改善はありえないとして、これまでの援助のあり方に疑

問を投げかけている。

(9)スーザン・ジョージ，債務ブーメラン，朝日新聞社，1995，

丸山博

pp5-43 

ジョージは森林破壊と債務との関係を示すものとして、次の

四つをあげている。

①大規模な熱帯林が残されている第三世界諸国は莫大な債務

負担を抱えている。②1980年代に森林破壊が規模として最大

であった、または最も速かった第三世界諸国は同時に概して最

大級の債務国である。③あまり大きくない森林資源をもっ多く

の小国のなかでも、森林破壊が最も速く進んだのは重債務国で

ある。④最も高い率のDSR(輸出収益に対する元利返済の比率

)をもっ国または最も厳しいIMFのコンディショナリティ

(IMFの融資に際して条件づけられる経済安定化政策)を課せ

られた国はやはり最大で最も速い森林破壊の国である。

ジョージはまたIMFと世銀による輸出主導型開発モデルの

中核にコンディショナリティがある、とのべている。それによ

れば、コンディショナリティとは「もっと収入を増やせ、もっ

と支出を減らせ」という表現に要約される政策であり、債務国

は債務返済のためにコンディショナリティを課せられ、鉱物、

熱帯作物、木材、肉や魚など天然資源の輸出を最優先して、外

貨を稼ぐことを余儀なくされた結果、資源が枯渇するだけでな

く、莫大な資金が南から北へと流失している、という。

ジョージはとうした事態を踏まえて、真の開発はあらゆる次

元の意思決定への民衆の参加、社会的公正、地球環境に対する

配慮などの三つの原則にもとづいて、民衆の真のニーズを考慮

するモデルでなければならないと主張するのである。

(10)スーザン・ジョージ，債務プーメラン，朝日新聞社， 1995，p70 

地球環境問題は「公害と違って加害と被害の構造が明らかで

はなく、人類全体の責任である」との意見がある。しかし、こ

れはジョージがいうように、間違いである。地球温暖化を例に

とって考えてみると、その原因である熱帯林の破壊も温室効果

ガスの放出も先進国が主としてかかわっている以上、その責任

の大半は先進国にある。とはいえ、先進国のすべての人に同じ

責任があるわけではない。先進国の一人ひとりのライフスタイ

ルはその責任を部分的に負うとしても、先進国政府の行動、お

おかたこれらが支配しているIMFや世銀など国際機関の行動こ

そが破壊の背後にある諸力を動かしているからである。

(11)レスター .R・ブラウン(編)，地球白書 1996-97，ダイヤモン

ド社，1996，pp107-121

間レスター .R・ブラウン(編)，地球白書1996-97，ダイヤモン

ド社，1996，pp107寸 21

(13)戴晴(編)，三峡ダム，築地書館，1996

三峡ダムの建設にともなう立ち退き住民の数は中国政府の見

積りでは113万1800人にのぼるとされるが、この数字はダム

の水位を175メートルとしたときのものであって、最大水位の

185 メートルを前提とすれば、 140~160 万人に達するとの見

方もある。また水没の対象となるとされる歴史的・文化的遺跡

は108か所におよび、このうちのいくつかは紀元前1万年以上
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にさかのぼる貴重な遺跡であるといわれる。さらにダム建設に

よってカラチョウザメや長江カワイルカなどの希少種の生存も

脅かされるという。

三峡ダムは計画通りに完成すれば、貯水容量、発電能力とも

世界最大である。しかし、その建設をめぐっては上記の住民の

移住や環境にかかわる問題のほかにも、堆砂問題、地滑り・土

砂崩れによる土砂の河川への流入、長江の中・下流の支流にお

ける洪水の発生、電力問題、船舶航行問題、資金問題など、未

解決の問題が数多く残されていることが多くの専門家から指摘

されている。それにもかかわらず、日本など先進国の企業は総

事業費最大1兆元ともいわれる三峡プロジェクトを大きなビジ

ネス・チャンスとみて、参入をはかろうとしており、こうした

多国籍企業の活動の規制が早急に求められる。

凶松本悟，メコン河開発，築地書館，1997

松本によれば、メコン河は長い間、インドシナ戦争やカンボ

ジアの内戦などのため、国際援助による大型開発を免れてきた

が、近年、冷戦の終結、カンボジア和平、中国・タイ・ベトナ

ムの経済成長などによって経済開発の市場として注目を集め、

過去3年の聞にメコン河の水資源を利用するプログラムが急速

にもちあがっている、という。ナム・グム・ダムは全部で150

を数えるメコン河水力発電ダム計画の一つである。

松本はナム・グム・ダムなどメコン河のダム建設にともなう

問題を具体的に検討し、次のような問題提起をしている。メコ

ン河の開発計画にはメコン河委員会やアジア開発銀行(日本は

毎年アジア開発銀行に1000億円以上の資金を国民の税金から

投じている)が重要な役割をはたしており、とれらの組織のト

ップはいずれも日本人であることから、日本はメコン河開発に

深くかかわっている。したがって、開発計画について、建設の

根拠となるべき費用便益分析や環境アセスメントがずさんであ

り、持続可能な発展を達成するための不可欠の条件である計画

段階での情報の公開と住民の主体的参加も保証されていないと

いった世界各国のNGOの批判に対して、日本政府は重大な責

任があるといわざるを得ない。

こうした途上国における環境と開発に関する問題は松本も指

摘するように、日本における公共事業が行政側の開発計画の実

現を前提としており、情報公開や住民参加が社会的な合意形成

のための手段として位置づけられていないことに起因しており

、それゆえ、日本の公共事業のプロセスの民主化が地球的規模

での持続可能な社会の形成においても必要なのである。

間嶋津障之，水問題原論，北斗出版，1991，p19，pp137-139

嶋津は水行政の分析からおよそ次のような結論を導き、工業

用水道の余剰水の転用などによって水を有効利用し、家庭や工

場での節水対策などを行えば、新たに水源開発をしなくても将

来の水需要を充足できる、というのである。

①国の長期水需給計画および全国総合水資源計画はいずれも

過大な水需要予測にもとづいている。②水源開発の背景ともい

える首都圏の渇水騒動は利根川水系ダムの過大放流によって増

幅されたものである。③水源開発推進の前提の一つである暫定

水利権は建設省の恋意的な判断によって定められる。

(16)大熊孝，洪水と治水の河川l史，平凡社， 1988， pp180-200 

大熊によると、日本のダムの多くは洪水の全量を貯留できな

いが、近年、大規模ダムがつくられ、ダム地点より上流の洪水

をほぼ全量貯留できるダムが登場しつつある。しかし、それで

も下流平野部で洪水が発生しないというわけではない、という

。その理由として、現実の降雨は同じ流域でも相当ぱらつきが

あり、ダム上流域に降雨が少ないとともあること、河道の状

態、支川の合流の仕方、地形条件などによって上流ダム地点よ

り下流部のほうに時間的に早く洪水ピークが現われることもあ

ることなどをあげている。大熊はまたダムによる洪水対策の限

界について、「“洪水をあふれさせない方式"をとり続けるとす

れば、堤防を一層高く、より強固にする以外に途はない。だが

そのためには莫大な費用を要するばかりでなく、どこまで高く

すれば“絶対安全"なのかについては、理論的根拠すら存在し

ないのであるJ(p13)とのべている。

大熊はこうした近代科学技術自体の問題のみならず、それが

社会に与える影響として、ダム建設による水没地域の問題をと

りあげ、「水没者および周辺地域住民の犠牲は下流地域の受益

の大きさや受益者の受益に対する無意識からみて、必ずしもむ

くわれているとはいいがたいJ(p27)として、ダム建設によっ

て地域間の公正が損なわれることについても言及している。

(1司大熊孝，洪水と治水の河川史，平凡社，1988，pp247-257 

大熊は近代的治水対策の功罪を次のように総括している。明

治以降の近代治水は「あらゆる地域に対して強力に計画を推し

進められる中央集権政府の樹立と大規模に自然を変容させるこ

とのできる近代科学技術手段の導入によって、常習的水害を克

服し、水防における直接的地域間対立を吸収・解消してきた」

(p18)ことは評価されなければならないが、「水防における長

所、住民間の連帯意識を失わせる結果J(p 18)を招いたことも

忘れてはならない。そして、「近代科学の多くが矛盾が発生す

ると技術そのものの能力・規模を拡大することによって対処し

てきたが、いまやそれだけでは解決しえない段階にきた」

(p30)として、「洪水を防ぐ」という近代治水思想から「水害

を軽減するJという古くもあり、また新しくもある治水思想へ

の転換を提唱している。
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Abstract 

For the past four years we have been engaged in the minor education， which was newly 

introdu田 din 1993 along the line of the Monbusho's broadening of the National Standards for 

the Establishment of Universities. After having looked back to these four years and examined 

the new education system， this paper shows the scheme and features of the revised minor 

curriculum， which has just started in the1997 academic year， and suggests several problems 

ahead. 

Key words: Deregulation in higher education， Minor education， Freedom of choice 

o.はじめに a

平成5年度より、それまでの一般教育課程から副専

門教育課程へと大幅なカリキュラムの改訂がなされて

からまる 4年経過し、今年度で 5年目となる。移行当

初は、教官各々に少なからぬ不安と戸惑いがあったで

あろうと推察されるが、筆者も含めて、現在ようやく

との新しい体制に馴染んできたところではないかと思

われる。

このような状況のなかで、本学では平成9年度から

副専門教育課程の最初の大きな改訂へと踏み切った。

カリキュラムが4年目まで一巡したところでの改訂で

あるが、平成8年度 1年聞をかけて議論を積み重ねて

きた上でのものである。

*共通講座・言語科学講座

そこで本稿においては、乙れまでの議論を踏まえた

上で、平成 5年度~平成 8年度までのカリキュラム(以

下とれを「旧カリ」と略記)について、それ以前の大

綱化される前の大学設置基準(以下「旧設置基準」と

略記)の下でのカリキュラムから、大綱化された設置

基準(以下「新設置基準」と略記)にもとづくカリキ

ュラムへの発展の意義を含めつつ、現時点での総括的

検証をおこない、その後に平成9年度からの新しいカ

リキュラム(以下「新カリ Jと略記)への新たな展開

の意義と今後の展望についての卑見を述べさせていた

だきたい。

1.一般教育課程から副専門教育課程への改組再橿

の中間的総括

1.1 全体的総括
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1.1.1 大学設置基準大綱化(大学教育における「規

制緩和J)と本学の改組再編

旧設置基準における人文・社会・自然および外国語・

保健体育にわたる一般教育課程に関する細かな規定が

弾力化され、新設置基準においては、各大学が独自の

教育理念にもとづいて、それまでよりも大幅に自由な

カリキュラムを編成することが可能となった。このこ

とはとりもなおさず、大学における一般教育・一般教

養について、それをどのように大学教育全体のなかに

位置づけるのかという問題を、大学関係者各々にあら

ためて突きつけるものであった。

旧設置基準の下での大学教育が戦後の長きにわたっ

ておこなわれてきた間に、一般教育の形骸化という批

判に大学は直面した。それまで教育の枠組みに関して

は半ば思考停止状態であった大学人が、自分の担当の

科目のみならず、との教育の大枠についても各々が考

えなければならない事態となったのである。

このような状況のなかで、本学においても一般教育

課程の改革へ向けての議論が重ねられ、筆者も一般教

育専門委員会の委員の一人としてそこに参加してきた

のであるが、当初は旧設置基準を大前提として、その

大枠のなかでどのように本学の一般教育を見直してゆ

くのかが主たる課題であったが、後半は新設置基準の

適用を前提としての議論へと大きな枠組みの転換が図

られていった。

もとより新設置基準においても、旧設置基準の下に

おけるのと同様のカリキュラムを編成することも可能

であったが、本学においては設置基準の大綱化を積極

的にとらえて、旧設置基準の下では不可能であったカ

リキュラムの大幅な改訂へと踏み出したのである。こ

れは正に大学教育における「規制緩和」の賜物である

が、それはまた、自らが編成したカリキュラムを生か

すも殺すもその大学自身の責任においてなされるべき

であるという、教育における「大学自治」の権利と同

時にその重大な責務を本学もあらたに担うとととなっ

たということである。

新設置基準にたいするこのような本学の対応は、か

なり思いきったものであり、またこのあらたな設置基

準の性格上不断の自己変革を迫るものであるという点

で、本学における教育への取り組みを活性化させ、そ

れが平成9年度からの新カリ導入へとつながったので

ある。

1.1.2 積み上げ教育から並行教育への転換の意

味 一二重の『規制緩和』ー

旧設置基準においては、一般教育が専門教育の基

礎・準備段階として位置づけられ、一般教育ー〉専門教

育という流れのなかで、 「積み上げ」的大学教育が長

いあいだ行われてきた。そのなかで一般教育は、専門

教育への橋渡しという役割を担ってきたわけであるが、

それがしだいに、個別・特殊的な専門教育との有機的

な連闘が見失われ、建て前上はさておいて、一般教育

が専門教育へのたんなる「通過点」という意識を教官

(とくに「専門」の) ・学生双方が抱くにいたったと

いうのが、近年の実態であったと思われる。

このような閉塞状況を打破するためには、これまで

とは異なった大きな発想の転換が必要であった。との

転換を可能としたのが、前項で述べた大学設置基準の

大綱化であるが、このカリキュラム編成の弾力化の方

針に沿って本学で検討の結果生まれたのが、一般教育

から専門教育へという「積み上げj 教育から、主専門

と副専門を学部の4年間にわたって学生に同時に学ば

せる「並行」教育への大転換であった。それは、教官・

学生双方に大きな意味をもつものであった。

この新たな枠組みにおいて、従来の一般教育は副専

門教育という形で主専門教育と同等の地位を付与され

たわけであるが、とれは同時にたんなる名称の変更で

はなく、主専門教育との連携のありかたを改めて当事

者に問いかけるものであった。すなわち、形式的に主

専門と同時並行的に教育がなされるばかりではなく、

副「専門」として、内容的にも「並行J的に学生に学

ばせるだけの意味づけと枠組みをあらたに作り出さね

ばならなくなり、これが「コース制」導入へとつなが

っていったわけである。

とれは、旧設置基準の下でその意義が見失われよう

としていた一般教育のあらたな方向づけの試みである

が、たとえ「副」とはいえ、 「専門J教育としての意

義と責任を、担当者はこれからも問いつづけなければ

ならないであろう。

一方学生は、自らの問題意識にもとづいて様々な科

目・コースを主体的に選択し、ある特定の分野に関す

る知識・技能を深めることも可能となり、選択の自由

度の拡大が、彼らの自覚的な大学教育への取り組みを

促すきっかけとなりうるものであった。すなわち、入

学時にすでに選択していた主専門にたいして、副専門

を自らどのように位置づけ、両者を関連づけていくの

かという課題を、学生の側も担うこととなったのであ

る。これは、前項で述べた「規制緩和Jの波を、学生

にも及ぼすものであった。

1.1.3各コースへの学生の分属方法・時期の問題
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こうして現在の学生の問題意識・関心にできるだけ

対応することを視野に入れつつ、現行のスタッフだけ

でもほぼ可能な副専門教育課程を編成するなかで、 5

つのコースを設け、学生にそのいずれか 1つを選択さ

せる体制がスタートした。これら 5コースは、副「専

門Jコースとしてそれぞれ独自の性格を付与されてお

り、そこからも当然、学生の選択の偏りはある程度予

測できたととである。

そして実際の選択の結果としては予想以上の偏りで、

これにどう対処するかが初年度からの問題であった。

ことで先ず最初に、学生の主体的な「選択の自由」と

少人数ゼミを含むコース教育をどう調整していくのか

という課題に直面する。実際あまりにも多くの学生を

自コースに受け入れた場合、最初のプレゼミがゼミの

体をなさなくなる可能性がある。

そこで分属希望学生数が限度を越えていると判断し

たコースでは、当該コースでの勉学への意欲を確認す

るための志望理白書を書かせるなどの方法で、他コー

スへの変更を促してきたのであるが、学生の選択意欲

をどのように分属に際して取り込んでいくのかという

問題とともに、分属時期が新カリを議論するなかでも

問題となった。

次章でも触れるととになるが、本学で副専門教育が

始まってから 4年間、学生のコース選択は後期(10

月開始)からのプレゼミに聞に合うように、入学後間

もない 6月から行われてきた。そのため、 1年生全体

にたいする各コースの説明は一度行われるものの、入

学前に選択してきた主専門にたいして、どの副専門コ

ースが自分にとって本当に意味をもつのかを考える時

間も材料も与えられないままに、学生はコース選択を

迫られてきた。そうなると彼らは、高校までの学習経

験を大きな拠りどとろとしてコースを選ぶのも無理か

らぬことで、大学での副専門の意義を実際の講義・授

業等である程度理解したうえで選ばせるためには、分

属時期を遅らせるのもひとつの方法ということになっ

た。

しかし、ここで筆者を含めて我々副専門担当者が反

省しなければならないと思うことは、主導門にたいす

る副専門、さらには自コースの意義を各自がどれだけ

学生に説明してきたかという点であるが、これも本学

での教官組織の改革、大学院修士課程への参画等とカ

リキュラムの大改訂が重なって、自分の分担をこなす

ので精一杯であったことも否定できないとはいえ、今

後各コース全体で考えていかねばならないことであろ

う。特に、選択学生数が少ないコースにおいてはそう

であろう。

1.1.4 少人数教育としてのプレゼミの理念と現

実ー『選択の自由Jとの矛盾ー

さて、主専門教育課程と「並立」するものとして発

足した副専門教育課程であったが、そのなかで、それ

までの一般教育ではシステム上ほぼ不可能であった、

そしてその副「専門」性を明瞭に押し出そうとした試

みのひとつが、 「少人数J教育としてのプレゼミナー

ルであった。各コースに分属した学生の、そのコース

への円滑な導入と、コース担当教官とのより親密なコ

ミュニケーションをはかるというのが、その当初の理

念であった。

しかしこのあらたな試みは、前項で取り上げた学生

の各コースへの分属方法の問題と同様に、これと学生

の「選択の自由」との調整をどのようにはかっていく

のかという困難な課題とただちに直面することになる。

すなわち、コースのなかでどのプレゼミに属するかを

完全に学生の選択に任せた場合、各ゼミの希望者数の

聞に著しい差が生じて、多人数のゼミでは上記の理念

の実現が困難となるケースもでてきたのである。また

逆に所属プレゼミを前もってこちらから指定した場合

には、学生の勉学意欲を低下させる可能性もある。

この問題に対しては、各コースの特殊性からそれぞ

れ独自の対応をこれまでしてきたのであるが、すべて

のコースでそれがうまくいっているわけではないのが

現状である。ごとで筆者が指摘しておきたいことは、

本来コースのプレゼミとは如何にあるべきかというこ

とである。すなわち既に記したように、それは「コー

スへの円滑な導入」を図るものであって、けっして教

官個人の専門への導入を直接はかるべきものではない

ということである。プレゼミが個人ゼミの色彩を強く

もつほどに、学生の選択が多様化するのは自然なこと

であり、上記の矛盾は避けられないものとなる。これ

は今回の新カリ導入に際しでも依然として積み残され

た課題であり、プレゼミのあり方そのものを含めてさ

らに議論を深めていくととが今後必要であろう。

1.1.5共通科目とコース別科目のバランスの問題

旧カリの副専門教育課程は、外国語・体育を含む共

通科目と副「専門」性をより具体化したコース別科目

から構成されていた。共通科目は、上記2分野を除い

ては旧設置基準時代の大人数を前提とした講義科目が

主体で、一方コース別科目には、前項のプレゼミ(必

一29-



松名隆

修)ばかりではなく、選択のゼミをも取り入れて、少

人数教育を念頭においた科目群も含まれている。

とのように、科目構成においては旧設置基準下では

ほとんど実現不可能な画期的な側面をもったものであ

ったが、共通科目の必要取得単位が 26単位(外国語・

体育を除けば 16単位)であるのにたいして、コース

別科目のそれは必修のプレゼミを含めて 10単位であ

った。これは、副専門の「専門」性を主として担って

いる部分が、相対的にはそれほど強調されず、それよ

りも、共通科目における学生の「選択の自由」を重視

する構成ということである。

ここで問題は、副「専門」性の確立と学生の自由な

選択意志との調整をどのレヴェルではかつていくかと

いうことであろう。先にも触れたように、学生の自由

選択をある程度保証することは、彼らの自立的学習を

促す必要条件のひとつであろう。しかしもう一方で、

副専門の「専門」性を確保するためには、学生に好き

なように科目を選ばせるわけにもいかないのである。

旧カリではこの両者のバランスを全コース一律に規定

していたが、次章で述べるように、新カリにおいては

各コースの独自性がそこに色濃く反映されたものとな

った。

1.2 言語科学コースの総括

1.2.1 共通必修科目の外国語について

新設置基準では、外国語についても各大学の裁量に

大幅に委ねられることとなった。本学では英語A・B.

C3科目 6単位、 ドイツ語 I・中国語 I・ロシア語 I

いずれか 1科目 2単位を必修とした。

英語3科目については、

1) AがListening、BがReading、CがWritingとそ

れぞれ授業分野を特定。

2) B以外はテキストを数種類に限定し、そのなかか

ら授業担当者が選定する。

3) A、Bについては週2回の授業を行う。

などの特徴をもたせた。 1)、 2)については、それ

まで各授業担当者の独自の判断に委ねられていたテキ

スト選定、具体的授業内容の設定などの作業をある程

度共同化するととで、同一名科目の教育目標・内容を、

担当者の独自の創意・工夫の余地を奪わない範囲で統

一化しようとしたものである。また 3)は、アメリカ

などでも行われているように、集中的な学習の効果を

ねらったものである。

こうした教育目標・内容のある程度の統一化の試み

は、平成 5年度から始まったシラパスの作成と相まっ

て、大学での英語教育はいかにあるべきかということ

について、担当者達にあらためて考えさせるきっかけ

を与え、同じ科目名の授業を担当していながら、その

中味に関しての議論は、大学人としての担当者個人の

考え方を尊重するという建て前のもとに、それまで長

年にわたって半ばタブー視されていた雰囲気を打ち破

るものであった。

しかしながらこれらの新たな試みは、それまで長年

の自分独自のやり方に慣れてきた筆者を含めた担当者

達にとっては大きな改革であり、 4年が経過して、よ

うやくこの枠組みに頭と体が適応してきた段階であろ

うと思われるが、本学での英語教育に関する議論は、

時代の要請にいかに応えるかを考えながら、シラパス

の一層の充実も含めて、今後さらに深めていく必要が

あろう。

また平成 5年度からの副専門カリキュラムの開始に

あわせて、それまでのドイツ語に中国語・ロシア語が

加わった。これは近年の国際情勢の変化に対応したも

のであるが、 1年次のドイツ語 Iを取得して卒業要件

の2単位を満たしているにもかかわらず、さらに 2年

次以降に中国語ないしロシア語の単位の取得を希望す

る学生が多数みられることから、彼らの興味・学習意

欲に応えた新たな外国語授業の導入であったと言えよ

つ。

1.2.2 コース別科目について

1.1.5で触れたように、旧カリにおけるコース別科目

の卒業要件単位は、各コースとも 10単位であった。

そのなかでプレゼミ(2単位)のみが必修であるが、

言語科学コースでは、このフレゼミに他のコースとは

異なる独自性をもたせて、ネイティブ・スピーカーに

よる英語の授業を設定した。これは、このコースの教

育目標のひとつである「外国語を運用して国際人とし

ての役割を果たすことのできる能力を持った人材を養

成するj という観点から、先ず最初にコースの学生に

はネイティブの生の英語に触れさせ、彼らとの初歩的

なコミュニケーションを体験させることを念頭におい

たものであった。

この試みはそれなりに意味があったと思われるが、

一方で、プレゼミの理念のひとつである、各コース担

当者とのよりきめ細かなコミュニケーションを図ると

いう目標は実現しえないままであった。この点につい

ては、他のコースの多くのプレゼミと異なり、学生と

の個人的な対話が当コースでは不足しがちであったこ
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とは否めないであろう。そこで次章で述べるように、

新カリでは、この当初の理念にできるだけ沿うかたち

での内容の変更を図ることとした。

次に旧設置基準時代にはなかった言語科学コースで

の新たな試みとして、一部の同一名科目について、そ

れを複数のものが担当し、同時開講して、受講クラス

は学生に自由に選ばせるとととした。その結果として、

上述の・学生のコース選択、フレゼミ選択の場合と同

様に、クラス聞に受講学生数の差が大きく現れた。こ

こでもまた学生の「選択の自由」との調整という問題

にぶつかったのである。これについては、クラス聞の

人数に大きく差がでた場合の多人数クラスでの授業効

果の低下を懸念する意見と、あくまでも学生の選択意

志は尊重すべきであるという意見とで、担当者間の議

論が分かれるところであった。

また言語科学コースの特殊性として、学生にも発表

させる「演習J科目の単位を、従来の外国語の単位と

同様に 15週で 1単位とした。しかし、他のコースで

は15週で2単位ということで、当コースの学生にと

っては、上述のコース別科目の卒業要件単位 10単位

を取得するのにもより多くの時間を要するとととなり、

相当の負担感を与えたようで、新カリではこの点の是

正も図ることとした。

2. 副専門教育課程の将来への展望と課題

2.1全体的展望と課題

2.1.1新カリキュラムへの発展の意義

このように本学では、旧設置基準における一般教育

をコース別の副専門教育という形で再編成したわけで

あるが、上述のように、この4年間で様々な問題に直

面し、今回の新カリでは、それらを踏まえた大小いく

つかの改訂が試みられた。

先ず大枠の変更としては、1.1.5でも指摘したように、

各コースの独自性を前面に押し出すカリキュラム編成

としたことである。すなわち、旧カリにおける共通科

目は外国語等一部をのぞいて、ほとんどがコース別科

目として位置づけし直され、コースの副「専門」性が

より強調される形となった。これは、副専門教育の理

念により忠実な形態へと発展したものと捉えることが

できょう。

その上さらに、旧カリではコース別科目の卒業要件

単位が 10単位に統一されていたものを、新カリでは

とれを自らのコースの理念・特殊性に応じて、各コー

スが独自に定めることとなり、その結果この要件単位

は、コース問で 14"'"'20単位の幅を生じることとな

った。

こうしてコースの独自性がより強調される形となっ

たが、一方では、他コースの特定の科目を自コースの

科目としても認定する仕組みを新たに導入したととに

よって、この独自性の幅が拡大された。これは一見コ

ースの独自性の希薄化のようであるが、そうではなく、

他コースの科目を取り込むことによるコースの新たな

個性化と考えるべきであろう。

2.1.2コース分属時期の変更について

1.1.3で述べたように、旧カリでのこの 4年間、各コ

ースに分属した学生数には相当のバラツキがあった。

その理由については、そこで指摘したことなど様々考

えられるであろうが、なによりも問題なのは、分属希

望コースを入学後間もない頃に決定しなければならな

いために、各コースの特徴を吟味する機会も材料も十

分ないままに選択がなされる可能性があることであっ

た。

そこで分属時期を半年遅らせて 2年目の4月からと

し、入学後の 1年間は、各コース別の科目の中で、将

来そのコースに所属しなくても副専門教育課程全体の

卒業要件単位 (36単位)には含まれる科目を、学生

に自由に選択させ、それを踏まえて所属希望コースを

決定させるという仕組みを今回取り入れたのであるが、

分属時期を 2年目からとしたことには、コース別教育

の早期からの導入による効果という観点から、異論が

ないわけではなかった。

しかし学生の「選択の自由Jは、その選択のための

諸条件ができるだけ整った上でのものでなければ、真

の「自由」とは言えないであろう。そして、その上で

なおコース聞の人数にバラツキが生じたとしても、そ

れはある程度是認せざるを得ないと思われる。その意

味でも、新カリの下での各コース所属希望者数の変化

(あるいは無変化)とその内容に注目したいところで

ある。

2.1.3残された諸課題

1.1.1で既に言及したように、大学設置基準の大綱化

は各大学の不断の自己変革を迫り、かつそれを可能と

するものであって、今回の新カリ導入はまさにそれを

実践したものであったが、いくつかの検討すべき課題

が残された。
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先ず1.1.4で取り上げたプレゼミの問題であるが漸

カリの検討の中で、これを従来通り必修にすべきか否

か、またとれを廃止すべきか否かで大議論となった。

これはその項でも指摘したように、プレゼミの理念と

内容に関わるものであり、そこのコース間での違いが

意見の相違となって現れた。「コースへの円滑な導入J

を図る目的であるならば、プレゼミを必修にする必要

もあろうが、 「教宮個人の専門への導入」が目的とな

ると、あえてゼミを必修にする必然性もなく、ゼミを

取るか否かは学生の選択に任せる方が自然であろう。

さらにまた、教官個人の専門のゼミであるなら、プレ

ゼミでなくとも構わないのではないかという考え方も

できょう。しかし今回の改訂では、その辺りの議論が

煮つめ切れないまま、従来通りの必修プレゼミで全コ

ース統一されたことは今後に大きな課題を残すことと

なった。

次に、プレゼミとは別に、一年入学当初に全学の教

官が参加するフレッシュマン・ゼミも話題に上ったが、

これを実現するためには主・副両専門の一層の交流が

必要となるであろう。

また前項との関連で、コース分属人数に依然として

大きなバラツキが出た場合、これにどう対処していく

かはこれからも工夫しつづけていかなければならない

課題である。

そして最後に、本学の副専門教育の位置づけと役割

に大きく関わる「卒業研究」の今後のあり方が、まさ

に現在進行中の議論となっているが、主専門教育との

連携の仕方も含めて早急に対応を迫る課題となってい

る。

2.2言語科学コースの展望と課題

2.2.1コース教育の鮮明化

今回の新カリによってコースの副「専門」性がより

強調されたことは既に述べたが、言語科学コースでは

その点がより一層鮮明な形をとることとなった。すな

わち当コースでは、コース別科目の卒業要件単位を 5

コース中最も多い 20単位以上とし、さらにその中で、

原則としてコースの学生にのみ開講される科目の卒業

要件単位を 12単位以上と定めたが、後者の規定は当

コース独自のものである。，

このように、言語科学コースでは他コース以上に自

コースでの学習の強化を図っているが、これは1.2.2

で述べたように、今回の改訂で 1単位科目を 2単位科

目に読み替えたとととも関係しており、卒業要件単位

としては、旧カリと実質的にそれほど大きな差ではな

いとも言えよう。

2.2.2コース別科目の大幅な見直し

1.2.2では、同一名科目を複数同時開講して学生に選

択させた時に生じた問題に触れたが、新カリでは、各

担当者が独自の名称で開講する科目数を大幅に増やし、

逆にとの同一名科目の複数同時開講を一部を除いて取

りやめることとした。これは、自分の開講する科目に

ついては担当者の工夫した独自の授業計画をシラパス

で公開し、学生に自由に選択させるというもので、当

コースのコース別科目の個別化・個性化を一気に押し

進めたものである。ちなみに新たな科目として、

iTOEFL英語演習」、 「インターネット英語演習」、

「時事英語講読演習」、 「ポップス英語演習」、 「マ

ルチメディア英語演習J、 「英米小説講読演習」等多

彩な企画が顔をそろえるとととなった。

このように今回科目の個別化・個性化を図ったこと

で、各担当者の自立性が高められたことは、本学の英

語教育が新たな段階を迎えたととを意味している。

2.2.3新たなプレゼミ方式の導入

1.1.4及び1.2.2において、本学のプレゼミ全般、さ

らに言語科学コースのプレゼミに関する問題を取り上

げたが、当コースではそれらを踏まえて、新たなプレ

ゼミ方式を導入することとした。具体的には、コース

の外国人教官を除く英語担当者全員が、同じ英文法の

テキストを使って、シラパスも統一し、ほぽ均等にク

ラス配分された学生とゼミを展開するというものであ

る。

これはネイティブ・スピーカーとの初歩的なコミュ

ニケーションの意義はそれなりに認めつつも、コース

担当者と学生との対話の重要性も、プレゼミの理念の

ひとつとして無視できないことを確認するにいたった

ことが、変更の大きな理由である。

さらにまたこれは、 「コースへの円滑な導入」を図

るというプレゼミの当初の目的に沿ったうえで、なお

かっこれまで繰り返し述べてきた、学生の「選択の自

由」との調整もできるだけ図るひとつの方法として提

起されたものである。つまり当コースのプレゼミは、

担当者個人の専門のゼミではなく、上述の共通の目的

の下にテキストも統一するという形をとることによっ

て、学生のクラス選択の対象から除外し、それによっ

て少人数のゼミを実現しようとするものである。

- 32-



4年間の副専門教育と今後の課題

2.2.4今後のコース教育の課題

このように、言語科学コースでは新カリにおいて新

たな様々な試みを取り入れたが、それに伴う、またそ

れとは別のいくつかの課題についてここで触れておき

たい。

先ず前々項のコース別科目の個別化・個性化につい

て、学生の「選択の自由j を全面的に認めることによ

って生じる可能性が大である多人数クラスにいかに対

応するかであるが、現在のところこれといった妙案は

なく、当面は担当者の工夫に任せられることになろう

が、限度を越えた場合は全体での検討を要するであろ

つ。

次に前項の新たなプレゼミ方式であるが、テキス

ト・シラパスを統ーした中で、各担当者が自分の個性

をどう押し出していくか、統一の内容は今後どのよう

な方向へ展開していくべきかが引続き議論されねばな

らないであろう。

こうして言語科学コースでは、国際的情報化時代に

対応したカリキュラムを念頭におきつつ、旧カリを更

に発展させる形で今回の改訂を行ったわけであるが、

工学を主専門とする学生達にたいして、副専門として

の当コースがどのように有効な役割を果たすべきかが

これからも問われなければならないし、そうすること

が学生の「選択の自由」に真に応えることであろう。

3.おわりに

平成5年度からの4年間、大学設置基準の大綱化に

よる本学の一般教育改革の試みは、このように活発な

議論と更なる改革をもたらしてきた。まさに「規制緩

和」による大学教育の活性化の賜物と言えよう。

一方で、この変化のスピードに危倶と戸惑いの念を

抱く向きもあろうかと思われるが、大学において「研

究」と並ぶ2本柱の片方の「教育」ととに「一般教育」

が、旧設置基準の大枠の中であまり議論されてとなか

ったこともその一因であろう。

しかし、各大学における「教育Jの独自性が問われ

る現在の状況においては、大学の絶えざる自己変革が

求められることは否定できないことであって、本稿で

は、このような状勢の中での本学独自の副専門教育の

試みについて、筆者の見解を述べさせていただいた。

最後に、とうした具体的なカリキュラムに関する論

稿を本学の紀要に掲載することを提案・許可された泉

学長(前図書館長)をはじめとする図書委員諸氏なら

びに全学の方々に敬意を表し、また新・旧カリキュラ

ムについて貴重な意見を多数寄せられた言語科学講座

を含む共通講座の方々にお礼を申し上げます。
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